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発行者情報 

【表紙】  

【公表書類】 発行者情報 

【公表日】 平成29年１月27日 

【発行者の名称】 
株式会社やまぜんホームズ 

(YAMAZEN HOMES CO.,LTD.) 

【代表者の役職氏名】 代表取締役  前野 一馬 

【本店の所在の場所】 三重県桑名市多度町下野代900番地 

【電話番号】 (0594)48-5224 (代表) 

【事務連絡者氏名】 常務取締役 浅野 豊美 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの名称】 フィリップ証券株式会社 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの代表者の役職氏名】 代表取締役 下山 均 

【担当Ｊ－Ａｄｖｉｓｅｒの本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋兜町４番２号 

【電話番号】 (03)3666-2101 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 当社は、当社普通株式を平成29年３月３日にTOKYO PRO 

Marketへ上場する予定であります。 

上場に際して特定投資家向け取得勧誘又は特定投資家向

け売付け勧誘等を実施しないことから、特定上場有価証

券に関する有価証券上場規程の特例第110条第３項の規定

により、発行者情報に相当する情報を公表いたします。 

また、振替機関の名称及び住所は下記のとおりです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 株式会社やまぜんホームズ 

http://www.yamazen-k.co.jp/ 

株式会社東京証券取引所 

http://www.jpx.co.jp/ 

【投資者に対する注意事項】  

１ TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを

含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及

び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があり

ます。また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要

があります。特に、第一部 第３ ４【事業等のリスク】において公表された情報を慎重に検討する

必要があります。 

２ 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員(金融商品取引法(以下「法」という。)第

21条第１項第１号に規定する役員(取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる者を

いう)は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項若し

くは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34に

おいて準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽であり又は

欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価証券を取得した者が

その取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていたときは、この限りで

はありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、相当な注
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意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を負いませ

ん。 

３ TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金

融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおい

ては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関す

る有価証券上場規程の特例(以下「特例」という)に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviserを

選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、並びに上場

申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所のホームペ

ージ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

４ 東京証券取引所は、発行者情報の内容(発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項

若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含

みますが、これらに限られません)について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その

他の一切の責任を負いません。 
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第一部【企業情報】 

 

第１【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

第２【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

当社(株式会社やまぜんホームズ、以下「㈱やまぜんホームズ」)は、㈱やまぜんホームズを主体とし、株式

会社アプロワールド(以下「㈱アプロワールド」)、有限会社安寿会(以下「㈲安寿会」)、有限会社土舎(以下

「㈲土舎」)から企業グループを構成しておりますが、㈱アプロワールド、㈲安寿会、㈲土舎につきましては、

当社の業績に与える重要性が低いため、連結決算の対象から外しております。そのため、以下の財務情報につ

いては㈱やまぜんホームズ単体の記載を行なっております。 

回次  第12期 第13期 第14期 

決算年月  平成26年７月 平成27年７月 平成28年７月 

売上高 (千円) 3,219,623 3,928,576 4,555,303 

経常利益又は経常損失(△) (千円) △316,414 △37,018 75,405 

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) △318,146 △63,877 34,870 

資本金 (千円) 30,000 30,000 30,000 

発行済株式総数 (株) 15,000 15,000 15,000 

純資産額 (千円) 637,130 573,252 608,122 

総資産額 (千円) 3,046,110 2,992,411 3,844,876 

１株当たり純資産額 (円) 424.75 382.17 405.42 

１株当たり配当額 

(１株当たり中間配当額) 
(円) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当

期純損失(△) 
(円)  △212.10  △42.59 23.25 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) － － － 

自己資本比率 (％) 20.9 19.2 15.8 

自己資本利益率 (％) － － 5.9 

株価収益率 (倍) － － － 

配当性向 (％) － － － 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) － 393,997 508,170 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) － 36,643 △307,407 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円)    － △352,487 132,319 

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) －      227,272 588,715 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(名) 

77 

(6) 

84 

(7) 

106 

(76) 

(注)１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については掲 
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載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．第12期から第14期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

５．第12期から第13期までの自己資本利益率については、当期純損失のため記載しておりません。 

６．株価収益率については、当社株式が非上場であるため記載しておりません。 

７．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。 

８．第12期はキャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、キャッシュ・フローに係る各項目については記載

しておりません。 

９．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、期中の平均人員を( )外数で記載しております。  

10．特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第110条第５項の規定に基づき、第14期(平成27年８月１日から

平成28年７月31日まで)の財務諸表について監査法人コスモスの監査を受けておりますが、第12期及び第13期の財務

諸表については、当該監査を受けておりません。 

11．平成28年10月31日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行いましたが、第12期の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額を算定しておりま

す。  
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２【沿革】 

当社の前身は昭和 53 年 12 月に前野一馬が個人営業にて建築リフォーム業を目的として創業した「やまぜん

開発(個人事業)」であります。その後、昭和 62 年４月に株式会社やまぜん開発(以下「㈱やまぜん開発」)を

設立し、一般建築、土木、鉄骨、不動産、建売住宅へと事業を拡大。注文住宅のノウハウを学んだ後、注文住

宅が事業の中核事業となったことから、さらなる事業拡大を目的として当社を設立しました。 

なお、当社は㈱やまぜんホームズを主体とし、非連結子会社３社(㈱アプロワールド、㈲安寿会、㈲土舎)か

ら企業グループを構成しております(以下、非連結子会社を含む場合「当社グループ」)。また、株式会社

Inspire Japan(以下「㈱Inspire Japan」)につきましては、設立時、前野一馬が 50％、当社が 40％、その他 1

名が 10％を出資する当社の関係会社でありました。㈱Inspire Japan が行なっておりました飲食事業は、平成

28 年５月の吸収合併後、当社の飲食事業として事業を継承しておりますので、以下においては、当社グループ

である㈱アプロワールド、㈲安寿会、㈲土舎並びに、㈱Inspire Japanの沿革についても記載いたします。 

当社を含めた当社グループを構成する各社の創業以来にかかる沿革は以下のとおりです。  

 

年月 事項 

平成15年６月 ㈱やまぜんホームを資本金1,000万円で設立 

平成15年９月 ㈱やまぜんホームから、㈱やまぜんホームズへ商号変更 

平成15年10月 一般建設業許可(三重県知事(般-15)第018479号)を取得(現：国土交通大臣(般-22)第23752 

 号) 

平成17年８月 当社の代表取締役前野一馬が100％出資して、㈲土舎を資本金3,000千円で設立 

平成19年２月 宅地建物取引業者免許取得(三重県知事(1)第2847号)を取得(現：国土交通大臣(３)第7429 

 号) 

平成19年８月 一級建築士事務所登録 

平成22年８月 ㈱やまぜん開発を、㈱やまぜんホームズが吸収合併。両社の合併により、㈱やまぜん開発 

 の子会社であった㈱アプロワールドは当社が全株式を取得し子会社化(当社100％出資)  

平成22年10月 当社の関係会社として、㈱Inspire Japanを資本金5,000千円で設立 

平成22年12月 ㈱Inspire Japanが三重県いなべ市に１店舗目となる「かにの華 大安店」(現：宙乃台所  

 大安店)を開店 

平成23年10月 ㈱Inspire Japanが三重県桑名市多度町に２店舗目となる、うなぎ料理専門店「だるまうな 

 ぎ 多度本店」を開店 

平成24年４月 ㈱Inspire Japanが岐阜県海津市に３店舗目となる、海鮮・日本料理・仕出し「宙乃台所海  

 津店」を開店 

平成24年４月 介護事業部(現：ライフサポート事業部)を開設 

平成24年12月 愛知県みよし市に愛知営業所(Ｙesta!愛知)を開設 

平成25年５月 三重県鈴鹿市に鈴鹿営業所(Ｙesta!鈴鹿)を開設 

平成25年８月 岐阜県大垣市の大垣中日ハウジングセンター内に大垣展示場を開設 

平成26年３月 三重県桑名市多度町にグループホーム「マミーハウス介護センター」を開設 

平成26年４月 愛知県名古屋市の黒川中日ハウジングセンター内に黒川東展示場を開設 

平成27年４月 三重県津市の中日新聞津ハウジングセンター内に津展示場を開設 

平成27年５月 ㈱Inspire Japanが株式会社BIG・ROAD・CP(以下「㈱BIG・ROAD・CP」)と「レッフェル」に 

 関するライセンス契約を締結 

平成27年８月 ㈱Inspire Japanが愛知県半田市に４店舗目となる、お肉と薪窯ピッツァの店「Löffel(レッ 

 フェル)半田店」を開店 

平成27年11月 三重県桑名市の中日新聞桑名ハウジングセンター内に桑名展示場を開設 

平成28年３月 ㈱やまぜんホームズが株式会社ハウスドゥ(以下「㈱ハウスドゥ」)とフランチャイズ加盟契 

 約を締結 

平成28年５月 ㈱Inspire Japanを、㈱やまぜんホームズが吸収合併。当社に飲食事業部(インスパイア事業 

 部)を新設 

平成28年７月 三重県四日市市に５店舗目となる、ハンバーグ＆ステーキの店「Bravo Steak(ブラボース 

 テーキ)四日市店」を開店 

平成28年７月 ㈲安寿会の全持分を取得し子会社化(当社100％出資) 

平成28年９月 三重県津市に津営業所(Ｙesta!津)を開設 
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平成28年11月 三重県四日市市に「ハウスドゥ！家・不動産買取四日市松本街道店」を開設、「ハウスド     

 ゥ！四日市松本街道店」を開設(㈱アプロワールドが運営)  

平成28年12月 ㈲土舎の全持分を取得し子会社化(当社100％出資) 

 

 

＜組織再編の経緯について＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公表日現在の状況＞ 

 

 

 

 

  

【平成15年６月設立】 

㈲土舎 

【平成17年８月設立】 

平成22年８月 

吸収合併により消滅 

平成22年８月 

子会社化 

㈲安寿会 

【平成14年12月設立】 

㈱やまぜん開発 

【昭和62年４月設立】 

㈱アプロワールド 

【平成元年１月設立】 

100％出資 

 

【平成22年10月設立】 

㈱Inspire Japan 

平成28年５月 

吸収合併により消滅 

平成28年７月 

M&Aにより持分を取得 

平成28年12月 

子会社化 

㈱アプロワールド ㈲土舎 ㈲安寿会 

非連結子会社３社 

【やまぜんホームズ グループ】 

 

100%出資 100%出資 100%出資 
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３【事業の内容】 

当社は、『“木”を基本に健康・安全な住まいを、地域の皆様とのお付き合いの中で育んでいく』を企業理念

に揚げております。その中で、当社の主力事業である「戸建住宅事業」は、日本人が古来から親しんできた

“木”を基本に、先進の技術や当社独自の工夫を加え“人にやさしく”、“地球にやさしい”をテーマに快適な

家づくりを提供しております。また、「飲食事業」は、地域のお客様に対して「住」だけでなく、「食」に対す

るサービスも提供しております。その他に、「その他事業」として、グループホームの運営(介護事業)等を行

なっております。住宅は時代の変化により「食べる所・寝る所」から、「家族が暮らせる家」に変わってきて

おります。食事も同じように「ただ食べる」ではなく、「家族や身近な人とのコミュニケーションの場」に変

化しております。このような時代の変化・ニーズに併せ、当社は「地域の皆様が健やかに年を重ね、心地よく

暮らせる環境を実現したい」との思いから「住」「食」「介護」の３事業を展開しております。 

なお、セグメントとの関連は次のとおりであります。 

セグメント 区分 事業内容 

戸建住宅事業 

(１) 注文住宅業務 

(２) 分譲住宅業務 

注文住宅の企画、設計、販売、施工、監理 

新築分譲住宅の施工、販売 

(３) 不動産販売業務 住宅用土地等の販売 

飲食事業 
(１) 自社店舗運営業務 

(２) FC店舗運営業務 

和食店舗等の運営 

フランチャイジーによる店舗運営 

その他事業 
(１) 介護施設運営業務 

(２) 賃貸アパート管理業務 

グループホームの運営 

賃貸アパートの管理 

 

＜戸建住宅事業＞ 

(１)注文住宅業務 

当社は東海３県(愛知県・岐阜県・三重県)を主たる商圏とし、注文住宅の企画、設計、販売を中心に事業を

展開しております。特に桑名市・いなべ市・東員町(いずれも三重県)、名古屋市(愛知県)、瑞穂市(岐阜県)に

おける注文住宅の販売戸数は、創業以来、約1,500戸の実績があります(公表日現在)。 

当社の注文住宅は、お客様のライフスタイルや価値観に合わせて、コンセプト別に企画商品を提供している

のが特徴です。 

〔１〕わかりやすい価格と品質をコンセプトとした商品 

① わんこパック 

「選べる楽しさとフリープランの住まい」をコンセプトとした当社の主力商品です。延べ面積 32 坪範囲内

なら間取りを自由に設計でき、カーテンや照明、オール電化の設備等を含む建物全体の販売価格が 1,500 万

円(付帯工事費含む)のプランです。一般的に注文住宅では、

標準仕様と金額を提示されますが、お客様の希望により設計

変更やオプションを追加した場合などはそれに応じた料金が

発生し、希望予算をオーバーしてしまうこともあります。注

文住宅では、非常に多くの設計や仕様をお客様自身で決める

必要があるため、選択肢が複雑化し、悩まれるお客様も多く

いらっしゃいます。「わんこパック」は、このような注文住宅

のわかりにくい部分である価格設定や複雑を気にせずにプラ

ンニングできる点が特徴となっております。また、このプラ

ンには耐震性能、省エネ性能に優れた工法を選択できるオプ

ションプランもある事で、多様なお客様のニーズに対応できる強みがあります。 

 ② ONE○HOUSE(ワンマルハウス) 

「良い家をわかりやすい安心」をコンセプトとした商品です。１階の家事動線を短くした「らくらく家事動

線シリーズプラン(20 プラン)」、狭くても収納重視の方向き「たっぷり収納シリーズ(30 プラン)」、ＬＤＫを

20 帖以上は欲しいといった要望にお答えする「こだわりプラン(50 プラン)」といった当社が提案する「100

① ［わんこパック カタログ］ 
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のプラン」から選択できる規格プランの商品です。 

 

〔２〕“より豊かに”“より健やかに”をコンセプトとした商品 

この商品は、新しいライフスタイルを追求するお客様をターゲットとし、① TRIE(トゥリエ)、② KOQ(コ

キュー)、③ 縁＋joy(エンジョイ)の３商品を提案しております。 

① TRIE(トゥリエ)は屋上庭園付住宅を提案しております。 

② KOQ(コキュー)では、全館空調による湿度管理で気持ち良く呼吸するをコンセプトとした当社の最高級住

宅を提案しております。 

③ 縁＋joy(エンジョイ)では、「緑ある暮らしを楽しむ平屋の家」をコンセプトに、縁側、中庭など中と外

をつなぐ空間が特徴で、天井高や深い軒など、細やかな意匠にこだわった住宅を提案しております。 

①［TRIE(トゥリエ)］ ② ［縁＋joy(エンジョイ)］ 

  

 

〔３〕“新しい暮らしにフィットする”をコンセプトとした商品 

この商品は、家族の成長や家族構成の変化に応じたお客様    

をターゲットに“形”や”広さ“にこだわった①ハレル家   

(ハレルヤ)、②ファミすま(Family Smile)、③TRINITY(トリ 

ニティ)の３商品を提案しております。 

① ハレル家は「２人家族の余暇を充実する平屋住宅」を   

コンセプトに日本特有の生活様式を現代風にアレンジ  

した商品を提案しております。 

② ファミすま(Family Smile)は「子育て世帯の笑顔と  

“ふれあい”」をコンセプトにスキップフロア付き住宅を   

提案しております。 

③ TRINITY(トリニティ)は「スマートさと思いやりを兼ね備えた住宅」をコンセプトに都市型３階建住宅を    

提案しております。 

 

このような各商品コンセプトをより身近にご覧いただくため、黒川東(名古屋市北区)、大垣市(岐阜県)、桑

名市、津市(いすれも三重県)の４箇所のハウジングセンターに展示場をオープンしております。また、「家づ

くりのことがもっと知りたい」、「土地のこと、ローンのことなどを相談したい」というお客様のニーズに応え

るため、商圏内に営業所「Yesta！」を開設しております。 

Yesta！本社ショールーム 

(三重県桑名市) 

Yesta！愛知営業所 

(愛知県みよし市) 

Yesta！鈴鹿営業所 

(三重県鈴鹿市) 

Yesta！津営業所 

(三重県津市) 

    

③ ［ファミすま( Family Smile)］ 

 

http://www.yamazen-k.co.jp/wp-content/uploads/2012/07/124.jpg
http://www.yamazen-k.co.jp/wp-content/uploads/2012/12/DSC_1765.jpg
http://www.yamazen-k.co.jp/wp-content/uploads/2013/05/鈴鹿営業所④.jpg
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お客様の満足度向上を図るため、住宅の引渡し後に５回の無料点検(３ヶ月、１年、２年、５年、10 年)を実

施するほか、年１回のお客様感謝祭なども開催しております。そのほかに、仕入先や外注業者からなる成る

「山一会(やまいちかい)」という業者会を組織することで、各商品コンセプトの工事に関するノウハウの共有

や工期短縮の取り組みを実施しております。 

 

(２)分譲住宅業務 

当社の分譲住宅業務は、当社で分譲用地を仕入れ、お客様に建築条件付宅地分譲の販売を行なっております。

建築に際して、注文住宅とは異なり、お客様からの細かいご注文が受けられない分、当社の同企画のコンセプ

ト商品よりも低めな価格設定となっております。 

 

(３)不動産販売業務 

当社の不動産販売業務は「マイホームを持ちたい」というお客様に喜ばれる宅地を提供するため、用地仕入

を行います。また、店舗用地・工場用地・倉庫用地・ロードサイド店舗等の居抜物件・分譲マンション用地・

テナント用地など、事業用地のコンサルティング等、不動産の仲介業務を行っております。 

㈱ハウスドゥ(東京都千代田区)との間で締結したライセンス契約に基づき「ハウスドゥ！家・不動産買取四

日市松本街道店」(三重県)の運営を行なっております。 

 

＜飲食事業＞ 

当社は、効率を求めるあまり、お客様との距離が遠のいてしまう現状の飲食業界に一石を投じるため、平成

22 年 10 月から外食産業に参入し(参入時は㈱Inspire Japan が運営)、公表日現在では、三重県・愛知県・岐

阜県に自社ブランド店４店舗、ＦＣ店１店舗の運営を行なっております。 

 

(１)自社店舗運営業務 

自社ブランドとして、各種懐石料理を提供する海鮮・日本料理・仕出し「宙乃台所(そらのだいどころ)」を

いなべ市(三重県)、海津市(岐阜県)の２拠点(２店舗)で展開しております。また、各種うなぎ料理を提供する

「だるまうなぎ 多度本店」を桑名市(三重県)で１店舗運営しております。平成 28 年７月にオープンさせた、

新業態「Bravo Steak(ブラボーステーキ)四日市店」は箸で食べるステーキとハンバーグをコンセプトに、子

供からお年寄りまで、幅広い層のお客様に楽しんでいただけるステーキレストランです。 

宙乃台所大安店 

(三重県いなべ市) 

だるまうなぎ多度本店 

(三重県桑名市) 

Bravo Steak(ブラボーステーキ) 

(三重県四日市市) 

   

 

 (２)ＦＣ店舗運営業務 

当社は㈱BIG・LOAD・CP(熊本県熊本市)とライセンス契約を締   

結し「Löffel(レッフェル)」１業態を半田市(愛知県)で展開しており

ます。「Löffel」は熊本県阿蘇大塚牧場から直送される国産牛 100％の

牛肉を使ったステーキやハンバーグ、薪窯を使って焼き上げるナポリ

ピッツァが特徴のレストランです。 

 

＜その他事業＞ 

その他事業としまして、当社では(１)介護施設運営業務、(２)賃貸

Löffel(レッフェル) 

(愛知県半田市) 

 

http://inspire-japan.jp/bravo/
http://inspire-japan.jp/loffel-handa/
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アパート管理業務を行なっております。(１)介護施設運営業務では、桑名市(三重県)に認知症対応型・共同生

活介護のグループホーム「マミーハウス介護センター」を運営しております。(２)賃貸アパート管理業務は川

越町(三重県三重郡)、海津市(岐阜県)、いなべ市(三重県)に３棟の賃貸アパートを自社所有しており、管理・

運営を行っております。それぞれの賃貸アパートは主に単身者・お子様がいないご夫婦向けの作りとなってお

り、将来のお客様になっていただける層向けに賃貸を行なっております。 

 

＜当社グループ＞ 

非連結子会社３社の事業内容は次のとおりであります。 

 

(１)㈱アプロワールド 

㈱アプロワールドは、当社が議決権を 100％保有している子会社です。㈱アプロワールドは、当社と㈱ハ

ウスドゥ(東京都千代田区)との間で締結したライセンス契約に基づき「ハウスドゥ！四日市松本街道店」

(三重県)を、当社からの受託により運営を行なっております。 

 

(２)㈲安寿会(あんじゅかい) 

㈲安寿会は、平成 28 年７月にＭ＆Ａにて当社が議決権を 100％取得した子会社です。㈲安寿会は、三重県

にて、認知症対応型・共同生活介護のグループホーム「つばめ」(三重県三重郡川越町)、「ゆのやま」(三重

県三重郡菰野町)の２拠点を運営しております。 

 

(３)㈲土舎(つちや) 

㈲土舎は、当社が議決権を 100％保有している子会社です。㈲土舎は、住宅を建てる際の整地時に必要と

なります土砂の採取、仕入及び販売を当社から受託し行なっております。 
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以上の説明を事業系統図によって示すと次のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(１)注文住宅業務 

(２)分譲住宅業務 

  

(３)不動産販売業務 

  

建設業者 

建築資材 

メーカー 

買
主 

売主 

企画・設計・品質管理 

 設計開発依頼 

施工 

 設

計開

発依

頼 

企画商品の提案、

設計 

引渡、販売 

 設計開発依頼 建築資材の購入 

 設計開発依頼 

＜戸建住宅事業＞ 

 設計開発依頼 

不動産売買契約 

(土地・建物) 

 

施
主 

住宅建築工事請負契約 

 設計開発依頼 

不動産売買契約 

(土地) 

 

不動産 (土地)仕入 

＜その他事業＞ 

 設計開発依頼 

(２)賃貸アパート管理業務 

 

  

入
居
者 

＜その他事業＞ 

 設計開発依頼 

賃貸借契約 

 

(１)介護施設運営業務 

利
用
者 

＜飲食事業＞ 

 設計開発依頼 

お
客
様(

顧
客) 

食材・原材料 

商社 

FC本部 
ライセンス契約 

 設計開発依頼 

プランの共有 

食材 の仕入 

メイン 食材の仕入 

国民健康

保険団体

連合会 

請求 

サービスの提供 

(１)自社店舗運営業務 

・宙乃台所・だるまうなぎ 

・Bravo Steak 

  

(２)FC 店舗運営業務

・Löffel半田店 

 

申込、利用料 

食材の仕入 

支払 

飲食サービス 

の提供 
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４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

又は被所有割合(％) 
関係内容 

(非連結子会社) 

㈱アプロワールド 

(注２) 

三重県 

四日市市 
10 

フランチャイジーによる店

舗運営 
100.0 

当社への業務委託 

役員兼務２名 

(非連結子会社) 

㈲安寿会(注２) 

三重県 

四日市市 
３ グループホームの運営 100.0 役員兼務１名 

(非連結子会社) 

㈲土舎(注２、３) 

三重県 

桑名市 
３ 資材(土砂)の販売 100.0 

当社への業務委託 

役員兼務１名 

(注)１. 有価証券届出書また有価証券報告書を提出している会社はありません。 

２．㈱アプロワールド、㈲安寿会、㈲土舎は、当社の特定子会社です。 

３. 平成28年 12月１日付けで全株式を取得したことにより、当社の完全子会社となっております。 

４．参考情報として、平成28年５月21日付けに合併した(株) Inspire Japanの主要な損益情報等を以下の通り記載い   

  たします。 

 ㈱Inspire Japan 

決算期 平成27年 7月期 

損益情報等  

① 売上高 277,421千円 

② 経常利益 △63,238千円 

③ 当期純利益 △63,435千円 

④ 純資産額 △301,852千円 

⑤ 総資産額 163,931千円 

⑥ 従業員数 21 (28)名 

(注)従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は期中１年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

５．参考情報として、当社グループ３社(㈱アプロワールド、㈲安寿会、㈲土舎)の主要な損益情報等を以下の通り記  

載いたします。 

 ㈱アプロワールド ㈲安寿会 ㈲土舎 

決算期 平成28年７月期 平成27年 11月期 平成28年７月期 

損益情報等    

⑦ 売上高 3,888千円 135,817千円 9,600千円 

⑧ 経常利益 873千円 △1,188千円 429千円 

⑨ 当期純利益 616千円 △1,360千円 302千円 

⑩ 純資産額 4,069千円 22,328千円 2,427千円 

⑪ 総資産額 12,898千円 87,744千円 3,687千円 

⑫ 従業員数 １(１)名 22(５)名 ２(-)名 

(注)従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は期中１年間の平均人員を( )外数で記載しております。 
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５【従業員の状況】 

(１)提出会社の状況 

 平成28年12月31日現在   

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

119(70) 42.1 3.0 4,360 

 

セグメントの名称 従業員数(名) 

戸建住宅事業  72(10) 

飲食事業  23(57) 

その他事業  16(２) 

全社(共通)  ８(１) 

合計 119(70) 

(注)１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数(パートタイマーを含む。)は、最近１年間の平均人員(１日８時間)を

( )外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

３. 前事業年度末に比べ従業員数が 13 名増加しております。主な理由は、戸建住宅事業で新拠点開設などの業容拡大

に伴い、期中採用が増加したことによるものであります。 

 

(２)労働組合の状況   

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(１)業績 

第14期事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

当事業年度におけるわが国経済は、政府の各種景気刺激策の継続により、企業の設備投資に持ち直しが

見られる等、景気は緩やかな回復基調が続きました。一方で、中国を始めとするアジア新興国や資源国等

の景気が下振れし、わが国の景気が下押しされるリスクがあり、先行きに注意を払う状況となりました。 

このような経済状況の中、住宅業界におきましては、雇用・所得環境の改善が続いているほか、住宅ロ

ーンの低金利の継続、住宅取得資金贈与の非課税措置の拡充等の諸施策が講じられたこと等で、新設住宅

着工戸数は、穏やかな回復傾向が続いてきました。 

このような状況の下、当社は、年間受注 300 棟を目指した新３ヶ年中期計画を策定し、業績を伸張させ、

お客様の輪を広げ、地域の皆様に認められる会社となる事を目標に、当社理念「住宅事業を中心に地域の

皆様の暮らしに寄り添える存在でありたい」に基づき、それぞれの事業セグメントでお客様のニーズにあ

った新商品開発と展示場作り、住宅関連サービスの拡充等、売上拡大に努めました。 

これらの結果、売上高は 4,555,303 千円(前年同期比 16.0％増)、営業利益は 98,759 千円(前年同期比

417.7％増)、経常利益は 75,405 千円(前期経常損失 37,018 千円)、当期純利益は 34,870 千円(前期当期純

損失63,877千円)となりました。 

 

事業内容別の業績の概要は次のとおりであります。 

  

＜事業別の業績の概要＞ 

① 戸建住宅事業 

当事業年度におきましては、注文住宅における主力商品である「わんこパック」を 129 棟（前年同期

101 棟）及び、「わんこパック」以外の注文住宅・分譲住宅をそれぞれ 33棟（前年同期 39棟）引き渡した

事により売上高は、4,429,256 千円(前年同期比 14.9％増)、営業利益は 175,796 千円(前年同期は 10,257

千円)となりました。  

 

②飲食事業 

飲食事業におきましては、新業態への新規出店「Bravo Steak(ブラボーステーキ)四日市店」を行いま

した。また、各店舗においてはランチメニューの開発等に努めた結果、売上高は、82,848 千円、営業損失

は 51,702 千円となりました。なお、飲食事業は当事業年度より事業部として開始したため、前年同期比

の記載はしておりません。 

 

③その他事業 

   その他事業の主な売上は介護事業であります。介護事業は人材採用及及び人材確保に係るコストの上昇、

介護報酬の改定による影響を受けました。この結果、その他売上高は 43,197 千円(前年同期比 41.2％減)、

営業損失は25,334千円(前期営業利益5,275千円)となりました。 

 

(２)キャッシュ・フローの状況 

第14期事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の残高は 588,715 千円(前事業年度比

361,443千円増加)となりました。各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は以下のとおりであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動により獲得した資金は 508,170 千円となりました。これは主に、前受金の増加額 280,143 千円、
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販売用不動産の増加額141,013千円、未払金の増加額105,190千円等によるものです。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動により減少した資金は、307,407 千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支

出 139,223 千円、定期預金の預入による支出 71,899 千円、長期貸付による支出 69,547 千円等によるもので

す。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により獲得した資金は、132,319 千円となりました、これは主に、社債の純増加額 102,000 千円、

短期借入金の純増加額59,012千円、長期借入金の純増加額38,970千円等によるものです。 

 

 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(１)生産実績 

 当社が営む事業では、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績は記載しておりません。 

 

(２)受注状況 

 第14期事業年度の受注状況は、次のとおりであります。 

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

戸建住宅事業 6,016,664 118.5 2,536,940 127.0 

合計 6,016,664 118.5 2,536,940 127.0 

(注)１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等が含まれております。 

３．飲食事業及びその他事業につきましては、受注の形態をとらないため省略しております。 

 

(３)販売実績  

当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 

当事業年度 

(自平成27年８月１日 

   至平成28年７月31日) 

販売高(千円) 前年同期比(％) 

戸建住宅事業 4,429,256 114.9 

飲食事業 82,848 － 

その他事業 43,197 58.8 

合計 4,555,303 116.0 

(注)飲食事業は、平成 28 年５月に㈱Inspire Japan を吸収合併したことにより開始したため、前年同期比の記載を省略

しております。 
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３【対処すべき課題】 

今後のわが国経済の見通しにつきましては、雇用情勢・所得環境の改善が続く中、政府による経済対策の

効果等により景気は緩やかな回復に向かうことが期待されます。また、国内においては消費増税の実施再延

期決定、海外においては英国のＥＵ離脱による金融市場への影響、さらに、2014 年以降、中国経済の減速が

見え始めてくると、世界経済も減速しはじめ、新興国経済全般も減速しており、先行きの不安感が続くもの

と思われます。 

  当業界の経営環境は、住宅取得に係る贈与税の非課税枠拡大、フラット 35S の金利優遇幅拡大等、政府に

より住宅市場活性化策の効果により、住宅需要は底堅く推移しております。しかしながら、住宅一次取得者

層の所得水準が低位で推移している事に加え、少子高齢化の進行に伴ったライフスタイルの変化により、住

宅需要は多様化しております。消費増税の実施再延期が業界全体に与える影響については慎重に見極めてい

く必要がありますが、今後もこの業界の流れは継続するものと予想されます。 

  このような状況の中、当社といたしましては、『やまぜんホームズの住宅を通して、お客様に“心おどる

暮らし”を実現していただくこと』を目標に、低価格・高品質の住宅を、お客様の目線で提供できるよう、

事業分野毎の収益力向上を最優先課題として、既存事業及び新サービスの拡大、並びに安定的成長性ある事

業開拓と育成を同時に進めてまいります。 

 当社の最優先課題は以下のとおりであります。 

 

(１)有能な人材の獲得、育成 

事業の継続的な発展を実現するためには、有能な人材の獲得及び育成が重要であると考えております。そ

のために、事業構造や事業展開等を勘案した上で、必要な人材を適時採用する他、教育研修制度の拡充、外

部ノウハウの活用などにも積極的に取り組んでまいります。 

 

(２)内部管理体制の強化 

事業の継続的な発展を実現させるためには、コーポレート・ガバナンス機能の強化は必須であり、そのた

めに財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの適切な運用が重要であると認識しております。 

コーポレート・ガバナンスに関しては、内部監査による定期的なモニタリングの実施と監査役や監査法人

との連携を図ることにより適切に運用しておりますが、ステークホルダーに対して経営の適切性や健全性を

確保しつつも、ベンチャー企業としての俊敏さも兼ね備えた全社的に効率化された組織体制の構築に向けて

更に内部管理体制の強化に取り組んでまいります。 

 

(３)赤字事業の黒字化 

当社の飲食事業並びに、その他事業で行なっておりますグループホームの運営につきましては赤字を計上

しており、早期に黒字転換を果たすことが課題と考えております。そのため、コスト構造の見直し、適切な

人員配置、マーケティングの強化等に取り組んでまいります。これにより早期に黒字転換を果たします。 
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４【事業等のリスク】 

以下において、当社を含めた当社グループの事業展開に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載して

おります。 

当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努める

方針ですが、当社株式に関する投資判断は、以下の事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われ

る必要があると考えております。 

また、文中の将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において当社が判断したものであり、実際の結

果とは異なる可能性があります。 

 

＜全社共通＞ 

 

(１)複数の事業を展開していることについて 

当社を含めた当社グループは、複数の事業を展開することによって、事業リスクを分散し、収益機会を拡げ

ることができると考えており、今後も新規事業に進出したり、既存事業においても、収益見通し如何によって

は売上高を一時的に縮小したり、事業から撤退したりする可能性があります。そのため、事業別の売上高構成

や主力事業が変更される可能性があり、事業内容の変更に伴って当社を含めた当社グループの属する業界や当

社を含めた当社グループの業績に重要な影響を与える可能性のある外部要因の範囲も変化する可能性がありま

す。 

 

(２)人材の確保・育成について 

当社を含めた当社グループでは、人材が重要な経営資源と考えており、事業の拡大に向け優秀な人材の確保

が重要な課題となります。今後、計画通りに採用が進まなかった場合においては、事業展開が計画通りに進ま

ず、当社を含めた当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

(３)特定地域に対する依存等について 

当社を含めた当社グループは三重県、愛知県、岐阜県、滋賀県での事業展開を行っておりますが、地震等の

災害が発生し、本社社屋及び営業所の損壊などによる営業の一時停止や、道路網の寸断、交通制御装置の破損

等により事業の運営が困難になった場合、あるいは同地域に特定した経済的ダメージが発生し経済環境が悪化

した場合には、修繕の必要性や、多額の費用が発生する可能性があり、当社を含めた当社グループの財政状態

又は業績に影響を及ぼす可能性があります。また、同地域において人口減少により居住世帯数が減少した場合

には、当社を含めた当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(４) 自然災害等によるリスク 

大規模な地震や台風等の自然災害が発生した場合、被災した当社を含めた当社グループの建築現場の補修、

お客様の建物の点検、自社保有設備の修理に加え、被災したお客様への支援活動などにより、多額の費用が発

生する可能性があります。また、社会インフラの大規模な損害で建築現場の資材などの供給が一時的に途絶え

ることで、工事着工・工事進捗に影響が生じ、当社を含めた当社グループの経営成績や財政状態等に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

(５)大株主及び当社代表取締役について 

当社の代表取締役 前野一馬は、当社を含めた当社グループの創業者及び経営の最高責任者であり、前野一

馬の資産管理会社である株式会社フロンティアとあわせて、公表日現在、当社株を実質的に 59.3％所有する大

株主であるとともに、経営においても重要な役割を担っております。当社及び当社グループでは、過度な依存

を回避すべく、会議体での重要な意思決定の徹底、組織としての管理体制の強化、マネジメント層の採用・育

成を図っておりますが、現時点において当該役員に対する依存度は高い状況にあるといえます。そのため、何

らかの理由により同氏が当社及び当社グループの経営を行うことが困難な状態となり、また、後任となる経営
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層の採用・育成が進展していなかった場合には、当社及び当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。尚、大株主である前野泰広、前野圭亮は代表取締役 前野一馬の親族であり、前野一馬、

株式会社フロンティア、前野泰広、前野圭亮の持分を合計すると、当社株式の100％となります。 

 

(６)個人情報等の管理について 

当社を含めた当社グループでは、物件を購入又は購入の検討をいただくお客様をはじめとする様々な個人情

報を取り扱っております。これらの情報管理については、規程の整備や社員等への周知徹底に努めております。

しかしながら、不測の事態によって個人情報が漏洩した場合には、当社を含めた当社グループの社会的信用が

低下し、またその対応のための費用が発生し、当社を含めた当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。 

 

(７)小規模組織であることについて 

当社を含めた当社グループは、比較的小規模な組織となっており、内部管理体制もそれに応じたものとなっ

ております。当社を含めた当社グループは今後の事業規模の拡大に応じて人員を増強し、内部管理体制の一層

の充実を図っていく方針でありますが、人員等の増強が予定どおり進まなかった場合や既存の人員が社外に流

出した場合、規模に応じた充分な内部管理体制が構築できない可能性があり、場合によっては当社を含めた当

社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

＜㈱やまぜんホームズ＞ 

 

(１)有利子負債への依存について 

戸建住宅事業には多額の投資が必要であり、当社は、これら投資資金の大部分を金融機関からの借入金に依

存してきました。当事業年度末における当社の総資産に占める有利子負債の割合は 50.2％、支払利息は

43,771 千円となっております。今後の金利変動によっては、支払利息の負担が増加して経営成績に影響を与え

る可能性があります。 

 

(２)資金調達について 

当社では、今後、戸建住宅事業の拡大に伴い、住宅建設用地の購入を計画しており、そのための資金調達を

追加的に行う必要があります。必要資金の調達が新株発行により行われた場合には、当社の発行済み株式数が

増加することとなり、１株当たりの株式価値が希薄化する可能性があります。 

 

(３)関連当事者取引について 

「第６【経理の状況】…【関連当事者情報】」に記載の通り、当社は、金融機関からの借入金、リース取引

に伴う債務、社債に対する担保について、役員からの債務保証を受けております。金融機関からの借入金に対

する債務保証については、上場予定日(平成 29 年３月３日)までの解消を予定しております。リース取引に伴

う債務に対する債務保証については、リース会社との交渉により当該債務保証を解消していく方針であります。 

当社は、当社代表取締役前野一馬から借入を行っておりましたが、公表日現在では、当該借入を返済したこ

とにより、解消しております。 

当社は、当社取締役前野泰広に対する新築工事請負契約の売上に伴う売掛金が計上されておりましたが、公

表日現在においては、売掛金を回収したことにより、解消しております。 

上記の取引は、いずれも取締役会において利益相反取引に係る承認決議を経た上で行っております。 

 

(４)配当政策について 

当社では、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付けています。しかしながら、発行者

情報公表日現在において、当社は成長拡大の過程にあると考えており、経営基盤の強化及び積極的な事業展開

のために内部留保の充実を図り、財務体質の強化と事業拡大に向けた投資に充当することで、更なる事業拡大

を実現することが株主に対する最大の利益還元につながると考えております。将来的には、経営成績及び財政
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状態を勘案しながら株主への利益の配当を検討する方針でありますが、配当の実施及びその時期等については

現時点において未定であります。 

 

(５)訴訟等について  

当社は、現段階において業績に重大な影響を及ぼす訴訟を提起されている事実はありません。しかしながら、

当社が販売する住宅において、瑕疵等の発生、工事期間中における近隣からのクレーム等が発生した場合、こ

れらに起因する訴訟やその他の請求が発生する可能性があります。これらの訴訟等の内容によっては、当社の

業績に影響を与える可能性があります。 

 

(６)損害保険代理業務について 

当社では、損害保険会社から代理店資格を取得し、損害保険の販売を行っております。損害保険の取扱いに

ついては、関連法令や制度、金融庁等の関連当局による監督、並びに取引先保険会社の指導などの包括的な規

制を受けております。また、損害保険を取扱う場合には、代理店マニュアルに基づき、勧誘方針や商品説明に

対する教育を取扱者に対して徹底しておりますが、万が一、事故が発生し、当社に瑕疵責任がある場合には当

社の経営成績又は財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

(７)景気動向や不動産市況の影響について(戸建住宅事業)  

当社の事業は、景気動向、金利動向、地価動向及び税制等に基づく購買者の購入意欲や需要動向に影響を受

けやすいため、景気の先行き悪化や大幅な金利の上昇、地価の上昇、住宅税制・消費税増税等の動向に大きく

左右される傾向があります。そのため、これらの動向次第で当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

(８)不動産関連税制の変更について(戸建住宅事業) 

将来において、不動産関連税制や所得税関連等の税制が変更された場合に、不動産取得・売却時のコストの

増加、また住宅購入顧客の購買意欲、賃貸住宅オーナー等の事業意欲の減退等により、当社の事業に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

(９)住宅瑕疵担保責任保険について(戸建住宅事業) 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」により、住宅供給者は新築住宅の構造上主要な部分及び雨水の浸

水を防止する部分について 10 年間の瑕疵担保責任を負っております。当社は、販売した物件に意図せざる瑕

疵が生じた場合に備えるため、住宅瑕疵担保責任保険に加入しております。しかしながら、販売件数の増加に

伴い、当社の品質管理に不備が生じた場合には、クレーム件数の増加や保証工事の増加等により、賠償額がか

かる住宅瑕疵担保責任保険の補償金額を上回る可能性もあることから、当社の経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。 

 

(10)在庫リスクについて(戸建住宅事業) 

当社は、今後、戸建住宅事業を強化する方針であり、住宅建設用地を低価格で仕入れ、造成・開発を行い、

分譲地として販売するよう努めてまいります。しかし、景気動向、金利動向、地価動向及び税制等の急激な変

化等に伴う金融機関の融資動向や消費者動向次第で、当社の計画遂行が困難となり、分譲地在庫の増加、造

成・開発期間の遅延及び棚卸資産の評価損が発生する可能性があります。その場合には当社の業績に影響を与

える可能性があります。 

 

(11)建築資材・人件費等の高騰に関するリスクについて(戸建住宅事業) 

建築資材・人件費等の高騰は仕入価格や工事原価の上昇を招きますが、売上価格に転嫁できない場合は、業

績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(12)土壌汚染について(戸建住宅事業) 

土地の所有者等は「土壌汚染対策法」により、法令の規程によって特定有害物質による土壌汚染の状況の調

査、報告及び汚染の除去等の措置を命ぜられることがあります。当社では住宅建設用地の取得の際に、土壌汚

染の状況について事前に全てを認識できないことや土壌汚染が発見されても、売主がその瑕疵担保責任を負担

できないことがあります。そのため、取得した用地に土壌汚染が発見された場合、当初の事業スケジュールの

変更や追加費用の発生、資産除去債務の追加計上等により、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(13)食材の調達・価格の高騰について(飲食事業) 

当社は、店舗で使用する食材について食材卸業者を通じて、また、飲食については主に飲料専門の卸業者を

通じて調達しております。これにより、信頼できる産地や生産者から、安定した品質の食材等を調達すること

ができます。さらに、天候や市況の影響による食材価格の変動もある程度吸収することができます。しかしな

がら、仕入業者がなんらかの理由により、食材や飲料を調達できなくなった場合、食材価格の大幅な変動があ

った場合には、当社の経営成績又は財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

(14)衛生管理の強化、徹底について(飲食事業) 

当社は、「食品衛生法」に基づき、所管保健所から飲食店営業許可を取得し、すべての店舗に食品衛生管理

者を配置しております。また、各店舗では、店舗運営マニュアルに基づき衛生や品質に対する管理を徹底して

おります。しかしながら、万が一、食中毒等が発生した場合、当社の経営成績又は財政状態に影響を与える可

能性があります。 

 

(15)飲食事業における法的規制について(飲食事業) 

当社の主力事業であります飲食店の経営については、「食品衛生法」、「食品循環資源の再生利用等に関する

法律」、「健康増進法」等の法的規制があります。これらの法的規制が強化され、その対応のため新たなコスト

が発生した場合には、当社の業績に影響を受ける可能性があります。 

 

＜㈱やまぜんホームズ・㈱アプロワールド＞ 

 

(１)法的規制について 

当社が行なっております戸建住宅事業(注文住宅業務、分譲住宅業務、不動産販売業務)及び、当社グループ

の㈱アプロワールドで行なっております不動産仲介事業は、遵守すべき法令・規制は多岐にわたっております。

当社では、「建設業法」に基づいた建設業者としての許可を受けております。また、宅地建物取引業者として、

「宅地建物取引業法」に基づく免許を取得し事業を行っております。 

㈱やまぜんホームズ 

許可名 番号 有効期限 取消条項 

一般建設業許可 
国土交通大臣許可 

(般－27)第 23752 号 

自 平成27年 10月 13日 

至 平成32年 10月 12日 
建設業法第３条 

宅地建物取引業免許 
国土交通大臣 

(２)第 7429号 

自 平成24年２月10日 

至 平成29年２月 ９日 

宅地建物取引業法 

第66条及び第67

条 

㈱アプロワールド 

宅地建物取引業免許 
国土交通大臣 

(４)第 2771号 

自 平成28年９月19日 

至 平成33年９月18日 

宅地建物取引業法 

第66条及び第67

条 

当社を含めた当社グループの申請が基準に適合しない場合や、事業活動において違反行為が生じた場合には、

営業の停止又は許可の取消という行政処分が下される恐れがあり、万が一、当該基準に抵触するようなことが

あれば、事業活動に重大な影響を及ぼす可能性があります。 
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＜㈱やまぜんホームズ・㈲安寿会＞ 

 

(１) 法的規制について 

介護保険法は施行後５年に一度法律全般が改定され、また、３年に一度介護報酬改定が行われることになっ

ております。法令の変更により、当社が現在行っている介護事業の活動に支障をきたし、又、採算性等に影響

を受ける可能性があります。 

 

(２)介護事業の業界環境について 

介護保険制度は、平成 12 年４月の施行以来、在宅サービスを中心にサービス利用者が急速に拡大する中で、

老後の安心した生活を支える仕組みとして定着してきました。また、少子高齢化が進むなかで、今後も介護サ

ービスの利用者は増加基調が続くと予想されます。このため、介護関連ビジネス市場は今後も拡大が予測され

る一方で、他産業に比べて参入障壁が低いことから、医療法人や社会福祉法人といった非営利法人だけでなく、

株式会社等の営利法人も参入しております。従って、今後の競争激化に伴い、当社を含めた当社グループの業

績が影響を受ける可能性があります。 

 

(３)介護施設の安全管理・健康管理・事故対策等について 

当社を含めた当社グループの介護サービス利用者様は高齢者が多いことから、転倒や誤嚥等によってお客様

の生命に関わる重大な事故に発展する可能性があります。また、デイサービス、グループホーム等においては、

食事や入浴等の介護サービスが行われており、食中毒、集団感染等の危険度は相対的に高いと考えられます。 

 当社を含めた当社グループは、介護手順や事故防止対策等について、従業員の訓練や業務マニュアルの整

備・遵守を行っております。しかしながら、万一、事故や食中毒等が発生し、当社を含めた当社グループの管

理責任が問われた場合には、各施設における事業の存続に重大な影響を受け、当社を含めた当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。 

 

＜㈲土舎＞ 

 

(１)土砂販売事業について 

当社グループの㈲土舎で行なっております土砂の採取・仕入及び販売は人命にかかわる危険作業をともなう

場合もあるため、安全をすべての優先事項とし取り組んでおりますが、重大事故が発生した場合には、業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

＜その他＞ 

 

(１)J-Adviserとの契約について 

当社は、㈱東京証券取引所が運営を行なっております証券市場TOKYO PRO Marketに上場予定です。 

当社ではフィリップ証券㈱を平成 28 年４月 22 日の取締役会において、担当 J-Adviser に指定する事を決議

し、平成 28 年４月 28 日にフィリップ証券㈱との間で、担当 J-Adviser 契約書(以下「当該契約」といいま

す。)を締結しております。当該契約は、TOKYO PRO Market における当社株式の新規上場及び上場維持の前提

となる契約であり、当該契約を解除し、かつ、他の担当 J-Adviser を確保できない場合、当社株式は TOKYO 

PRO Market から上場廃止となります。当該契約における契約解除に関する条項及び契約解除に係る事前催告に

関する事項は以下のとおりです。 

 なお、本発行者情報の開示日現在において、当該契約の解除条項に該当する事象は生じておりません。 

＜J-Adviser契約解除に関する条項＞ 

当社(以下「甲」という。)が次のいずれかに該当する場合には、フィリップ証券㈱(以下「乙」という。)は

J-Adviser契約(以下「本契約」という。)を即日無催告解除することができる。 

① 債務超過 

甲がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内に債務超過の状態から脱却し
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えなかったとき、すなわち債務超過の状態となった事業年度の末日の翌日から起算して１年を経過する日

(当該１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過する日の後最初に到来

する事業年度の末日)までの期間(以下この項において「猶予期間」という。)において債務超過の状態から

脱却しえなかった場合。但し、甲が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続又は私的整理に関するガ

イドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年を経

過した日から起算して１年以内に債務超過の状態から脱却することを計画している場合(乙が適当と認める

場合に限る。)には、２年以内(審査対象事業年度の末日の翌日から起算して２年を経過する日(猶予期間の

最終日の翌日から起算して１年を経過する日が甲の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過す

る日後最初に到来する事業年度の末日)までの期間内)に債務超過の状態から脱却しえなかったとき。 

なお、乙が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、猶予期間の最終日の属する連結会計年度(甲

が連結財務諸表を作成すべき会社でない場合には事業年度)に係る決算の内容を開示するまでの間において、

再建計画(本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画を含む。)を公表している甲

を対象とし、甲が提出する当該再建計画並びに次のａ及びｂに定める書類に基づき行う。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)の場合の区分に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に規定する書面 

(ａ) 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証する書面 

    (ｂ) 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を 

行う場合 

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載した

書面 

ｂ 本号但し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための計画の前提となった重要な事項等が、

公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面 

② 銀行取引の停止 

甲が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった旨の

報告を書面で受けた場合 

③ 破産手続、再生手続又は更生手続 

甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合(甲が、

法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更生

手続を必要と判断した場合)又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合

とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生

手続を必要とするに至った場合に準ずる状態になったと乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃま

でに掲げる場合には当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づか

ない整理を行う場合 

甲から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 甲が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困

難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しく

は大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行

った場合、甲から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受け

た日(事業の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると乙が認めた日) 

ｃ 甲が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済

に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合(当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁済

の額が直前事業年度の末日における債務の総額の100分の10に相当する額以上である場合に限る。) 

甲から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

④  前号に該当することとなった場合においても、以下に定める再建計画の開示を行った場合には、原則

として本契約の解除は行わないものとする。 

再建計画とは次のａないしｃの全てに該当するものをいう。 
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ａ 次の(ａ)又は(ｂ)に定める場合に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に定める事項に該当すること。 

(ａ) 甲が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであるこ

と。 

(ｂ) 甲が前号ｃに規定する合意を行った場合 

当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること。 

ｂ 当該再建計画に次の(ａ)及び(ｂ)に掲げる事項が記載されていること。 

(ａ) 当該上場有価証券の全部を消却するものでないこと。 

(ｂ) 前ａの(ａ)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(ｂ)に規定する合意がなされている

こと及びそれを証する内容 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当

でないと認められるものでないこと。 

⑤ 事業活動の停止 

甲が事業活動を停止した場合(甲及びその連結子会社の事業活動が停止されたと乙が認めた場合をい

う)又はこれに準ずる状態になった場合。 

なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他甲が事業活動を停止

した場合に準ずる状態になった場合と乙が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合に

は当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。 

ａ 甲が、合併により解散する場合のうち、合併に際して甲の株主に対してその株券等に代わる財産の全

部又は一部として次の(ａ)又は(ｂ)に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効力

を生ずる日の３日前(休業日を除外する。)の日 

(ａ) TOKYO PRO Marketの上場株券等 

(ｂ) 上場株券等が、その発行者である甲の合併による解散により上場廃止となる場合 当該合併に

係る新設会社若しくは存続会社又は存続会社の親会社(当該会社が発行者である株券等を当該合

併に際して交付する場合に限る)が上場申請を行い、速やかに上場される見込みのある株券等 

ｂ 甲が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、甲から当該合併に関する株主総会(普

通出資者総会を含む)の決議についての書面による報告を受けた日(当該合併について株主総会の決議に

よる承認を要しない場合には、取締役会の決議(委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含む)につ

いての書面による報告を受けた日)。 

ｃ 甲が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合((3)ｂの規定の適用を受ける場合を

除く。)は、甲から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日。 

⑥ 不適当な合併等 

甲が非上場会社の吸収合併又はこれに類する行為(ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅱ 会

社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 非上場会社からの事業の譲受け、ⅳ 会社分割による他

の者への事業の承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、ⅶ 第三者割当によ

る株式若しくは優先出資の割当て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はこれらⅰからⅶまでと同等の効

果をもたらすと認められる行為)を行った場合で、当該上場会社が実質的な存続会社でないと乙が認めた

場合。 

⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により支配株主が異動した場合(当該割当により支配株主が異動した場合及び当該割当によ

り交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見込みがある場合)において、支配株

主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると乙が認めるとき 

⑧ 有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等の提出遅延 

甲が提出の義務を有する有価証券報告書又は四半期報告書ならびに発行者情報等につき、法令及び上場

規程等に定める期間内に提出しなかった場合で、乙がその遅延理由が適切でないと判断した場合 

⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 
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ａ 甲が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると乙が認める場合 

ｂ 甲の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書については

「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨(天災地変等、甲の責めに帰すべからざる事由による

ものである場合を除く。以下このｂにおいて同じ。)が記載され、かつ、その影響が重大であると乙

が認める場合 

⑩ 法令違反及び上場規程違反等 

甲が重大な法令違反又は上場規程に関する重大な違反を行った場合。 

⑪ 株式事務代行機関への委託 

甲が株式事務を㈱東京証券取引所の承認する株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委

託しないこととなることが確実となった場合。 

⑫ 株式の譲渡制限 

甲が当該銘柄に係る株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。 

⑬ 完全子会社化 

甲が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合。 

⑭ 指定振替機関における取扱い 

甲が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 

⑮ 株主の権利の不当な制限 

株主の権利内容及びその行使が不当に制限されているとして、甲が次の a から g までのいずれかに掲

げる行為を行っていると乙が認めた場合でかつ株主及び投資者の利益を侵害するおそれが大きいと乙が

認める場合、その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されていると乙が認めた場合。 

a 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行

する買収防衛策(以下「ライツプラン」という。)のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株

予約権を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入(実質的に買収防衛策の発動の時点の株

主に割り当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。) 

b ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は

不発動とすることができないものの導入 

c 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決

議を要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定(持株会社である甲の主要な事業を行

っ ている子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を甲以外の者を割当先として発行

する場合において、当該種類株式の発行が甲に対する買収の実現を困難にする方策であると乙が認め

るときは、甲が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株

式を発行するものとして取り扱う。)。 

d 上場株券等について、株主総会において議決権を行使することができる事項のうち取締役の過半数

の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議又は決定。 

e 上場株券等より議決権の多い株式(取締役の選解任その他の重要な事項について株主総会において一

個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その他の経済的利益を受け

る権利の価額等が上場株券等より低い株式をいう。)の発行に係る決議又は決定。 

f 議決権の比率が 300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。ただし、株主及び投資者の利益を侵

害するおそれが少ないと乙が認める場合は、この限りでない。 

g 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為

に係る決議又は決定。 

⑯ 全部取得 

甲が当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合。 

⑰ 反社会的勢力の関与 

甲が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が TOKYO PRO Market に

対する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと乙が認めるとき。 

⑱ その他 
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前各号のほか、公益又は投資者保護のため、乙もしくは㈱東京証券取引所が当該銘柄の上場廃止を適

当と認めた場合。 

 

＜J-Adviser契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

１.  いずれかの当事者が、本契約に基づく義務の履行を怠り、又は、その他本契約違反を犯した場合、相

手方は、相当の期間(特段の事情のない限り１ヵ月とする。)を定めてその違反の是正又は義務の履行を

書面で催告し、その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行がなされなかったときは本契約を解除

することができる。 

２.  前項の定めにかかわらず、甲及び乙は、合意により本契約期間中いつでも本契約を解除することがで

きる。また、いずれかの当事者から相手方に対し、１ヵ月前に書面で通知することにより本契約を解

除することができる。 

３.  契約解除する場合、特段の事情のない限り乙は、あらかじめ本契約を解除する旨を㈱東京証券取引所

に通知しなければならない。 
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５【経営上の重要な契約等】 

相手方の名称 契約品目 契約締結日 契約内容 契約期間 

㈱BIG･LOAD･CP ライセンス契約 平成27年５月25日 
「レッフェル」ＦＣ店

運営に関する契約 

平成 27 年５月 25 日

から平成 32 年５月

24 日(以後、５年毎

更新の継続契約) 

㈱ハウスドゥ フランチャイズ契約 平成28年３月30日 
「ハウスドゥ」ＦＣ店

運営業務に関する契約 

平成 28 年３月 30 日

から平成 31 年３月

29 日(以後、３年毎

更新の継続契約) 

 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中における将来に関する事項は、本発行者情報公表日現在において判断したものであります。 

 

(１)重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額

及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績等を

勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りと異なる

場合があります。 

 

(２)財政状態の分析 

(流動資産) 

当事業年度末における流動資産の残高は 2,860,780 千円で、前事業年度末に比べ 592,206 千円増加してお

ります。現金及び預金の増加433,349千円、販売用不動産の増加168,676千円が主な変動要因であります。 

 

(固定資産) 

当事業年度末における固定資産の残高は 984,096 千円で、前事業年度末に比べ 260,259 千円増加しており

ます。建物の増加141,035千円、土地の増加49,813千円が主な変動要因であります。 

 

(流動負債) 

当事業年度末における流動負債の残高は 2,585,463 千円で、前事業年度末に比べ 830,237 千円増加してお

ります。未成工事受入金の増加 298,220 千円、１年以内返済予定の長期借入金の増加 341,202 千円が主な変

動要因であります。 

 

(固定負債) 

当事業年度末における固定負債の残高は 651,290 千円で、前事業年度末に比べ 12,643 千円減少しており

ます。長期借入金の減少132,970千円が主な変動要因であります。 
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(純資産) 

当事業年度末における純資産の残高は 608,122 千円で、前事業年度末に比べ 34,870 千円増加しておりま

す。当事業年度の当期純利益による増加が変動要因であります。 

 

(３)経営成績の分析 

(売上高) 

当事業年度における売上高は 4,555,303 千円(前年同期比 16.0％増)となりました。売上高が増加した主な

要因は、「わんこパック」の販売増と大型分譲地等の土地販売増によるものであります。 

 

(売上総利益) 

当事業年度における売上総利益は 1,202,449 千円(前年同期比 36.1％増)となりました。売上総利益が増加

した主な要因は、前述の売上高が増加した主な要因と同様であります。 

 

(販売費及び一般管理費) 

当事業年度における販売費及び一般管理費は、1,103,689 千円(前年同期比 27.6％増)となりました。主な

要因は、支払手数料24,580千円(前年同期比29.1％増)によるものであります。 

 

(営業利益) 

売上高増による影響から、当事業年度における営業利益は 98,759 千円(前年同期比 417.7％増)となりまし

た。 

 

(経常利益) 

売上高増による影響から、当事業年度における経常利益は 75,405 千円(前年同期は経常損失 37,018 千円)

となりました。 

 

(当期純利益) 

税引前当期純利益は 8,042 千円(前年同期は税引前当期純損失 41,415 千円)となり、当事業年度における

当期純利益は34,870千円(前年同期は当期純損失63,877千円)となりました。 

 

(４)キャッシュ・フローの分析 

当事業年度におけるキャッシュ・フローの概況については、「１ 業績等の概要 (２)キャッシュ・フロー

の状況」に記載のとおりであります。 

 

(５)運転資本 

上場予定日(平成 29 年３月３日)から 12 か月間の運転資本は、現状の自己資本及び借入による資金調達が

可能であることから十分であると認識しております。                                                             

 

(６)経営者の問題意識と今後の方針について  

「３ 【対処すべき課題】」に記載しております。 
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第４【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

第14期事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

当事業年度の設備投資等については、飲食事業において、「ブラボーステーキ」(三重県四日市市)を平成

28 年７月 23 日に新規オープンいたしました。その設備投資は、25,584 千円実施いたしました。なお、当事

業年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。 

 

２【主要な設備の状況】 

当社の主要な設備は、次のとおりであります。 

平成28年 12月 31現在 

(注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

事業所名 

(所在地) 

セグメ

ントの

名称 

 

設備の 

内容 

帳簿価額(千円)  

従業員

数(名) 建物、 

構築物 

機械  

及び装置 

車両運搬

具、工具

器具及び

備品 

土地 

(面積㎡) 

リース 

資産 
合計 

本社 

(三重県桑名市) 

戸建住

事業、

その他 

本社 

事務所 
166,334 815 2,495 

26,327 

(5,462.59) 
16,313 212,284 36(６)  

桑名展示場 

(三重県桑名市中

日新聞ハウジング

センター内) 

戸建住

宅事業 

モデルハウ

ス兼事務所 
910 － 800 

－ 

(－) 
40,287 41,997 ５(０) 

津展示場 

(三重県津市中日

新聞ハウジングセ

ンター内) 

戸建住

宅事業 

モデルハウ

ス兼事務所 
－ － － 

－ 

(－) 
20,591 20,591 ４(１) 

黒川東展示場 

(名古屋市北区中

日ハウジングセン

ター内) 

戸建住

宅事業 

モデルハウ

ス兼事務所 
7,281 － － 

－ 

(－) 
15,939 23,220 ８(１) 

大垣展示場 

(岐阜県大垣市大

垣中日ハウジング

センター内) 

戸建住

宅事業 

モデルハウ

ス兼事務所 
6,300 － 313 

－ 

(－) 
11,240 17,853 ５(２) 

宙乃台所大安店 

(三重県いなべ市) 

飲食 

事業 
店舗他 100,095 360 5,340 

－ 

(－) 
2,787 108,582 ５(13) 

宙乃台所海津店 

(岐阜県海津市) 

飲食 

事業 
店舗他 116,609 347 7,449 

50,443 

(875.92) 
－ 174,848 ５(14) 

だるまうなぎ多度

本店 

(三重県桑名市) 

飲食 

事業 
店舗他 53,384 5,682 532 

－ 

(－) 
－ 59,598 ５(８) 

マミーハウス 

(三重県桑名市) 
その他 店舗他 64,777 － 238 

10,000 

(986.52) 
－ 75,015 15(２) 
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２．従業員数の( )外数は、パートタイマー、アルバイトの人数で、年間の平均雇用人員を 1 日８時間、１ヶ月 22 日

で換算しております。 

３．上記の他、主要な賃貸している設備として、以下のものがあります。 

事業所名 

(所在地) 
セグメントの名称 設備の内容 

年間賃借料 

(千円) 

黒川東展示場(名古屋市北区黒川東中日

ハウジングセンター内) 
戸建住宅事業 住宅展示場 18,000 

大垣展示場(岐阜県大垣市大垣中日ハウ

ジングセンター内) 
戸建住宅事業 住宅展示場 13,200 

津展示場(三重県津市中日新聞津ハウジ

ングセンター内) 
戸建住宅事業 住宅展示場 13,200 

桑名展示場(三重県桑名市中日新聞桑名

ハウジングセンター内) 
戸建住宅事業 住宅展示場 10,820 

  (注)上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(１)重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

(２)重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 
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第５【発行者の状況】 

 

１【株式等の状況】 

(１)【株式の総数等】 

記名・無記名

の別、額面・

無額面の別及

び種類 

発行可能 

株式総数(株) 

未発行株式数 

(株) 

事業年度末 

現在発行数

(株) 

(平成28年７

月31日) 

公表日現 

在発行数 

(株) 

(平成29年１

月27日) 

上場金融商品

取引所名又は

登録認可金融

商品取引業協

会名 

内容 

普通株式 6,000,000 4,500,000 15,000 1,500,000 非上場 
単元株式数 

100株 

計 6,000,000 4,500,000 15,000 1,500,000 ― ― 

(注) 平成 28年 10月 14日開催の取締役会決議により、平成28年 10月 31日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発

行可能株式総数は5,970,000株増加し、6,000,000株となっております。 

 

(２)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(３)【ＭＳＣＢ等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(４)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金 

増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

平成28年10月31日 

(注) 
1,485,000 1,500,000 － 30,000 － 480,000 

(注)平成28年 10月 14日開催の取締役会決議により、平成28年 10月 31日付で普通株式１株を100株に分割してお 

ります。これにより株式数は1,485,000株増加し、1,500,000株となっております。 

 

(６)【所有者別状況】 

 平成28年12月31日現在   

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 
単元未満 

株式の状

況(株) 

政府及び 

地方公共 

団体 

金融機関 
金融商品 

取引業者 

その他の 

法人 

外国法人等 個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数(人) － － － １ － － ３ ４ － 

所有株式数(株) － － － 580,900 － － 919,100 1,500,000 － 

所有株式数の割合 

(％) 
－ － － 38.73 － － 61.27 100.0 － 
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(７)【大株主の状況】 

「第三部【株式公開情報】 第３【株主の状況】」に記載のとおりです。 

 

(８)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成28年12月31日現在   

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 
 

― 
― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

1,500,000 
15,000 

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と 

なる株式であり、単元株

式数は100株であります。 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数  1,500,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 15,000 ― 

(注)平成28年 10月 31日付で定款変更を行い、100株を１単元とする単元株制度を導入しております。 

 

②【自己株式等】 

  該当事項はありません。 

 

(９)【ストックオプション制度の内容】 

  該当事項はありません。 

 

(10)【従業員株式所有制度の内容】 

  該当事項はありません。 

 

 

２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】該当事項はありません。 

(１)【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

(２)【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 
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(３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 

(４)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

 

３【配当政策】 

当社では、株主に対する利益還元を経営上の基本理念として認識し、経営環境を鑑み、業績の推移状況及

び中長期経営計画に基づき財務体質を勘案し、継続的かつ安定的に配当を実施することを基本方針としてお

り ます。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。こ

の剰余金の配当の決定機関は、期末配当について株主総会、中間配当については取締役会であります。 

なお、当事業年度の配当につきましては、内部留保資金の確保のため実施しておりません。内部留保資金

につきましては、企業体質の強化、将来の事業展開のための資金等に充当してまいります。 

今後の配当につきましては、財政状態、経営成績及び今後の事業計画を勘案し内部留保とのバランスを図

りながらその実施を検討する所存であります。 

 

４【株価の推移】 

当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。  
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５【役員の状況】 

男性８名 女性０名 (役員のうち女性の比率 –％) 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 報酬 

所有 

株式数 

(株) 

代表 

取締役 

社長 

― 前野 一馬 昭和24年6月21日生 

昭和42年３月 

昭和51年10月 

阿倉川工業所入社 

個人事業者として、やまぜん開発を設立 

(注)１ (注)５ 310,000 

昭和62年５月 ㈱やまぜん開発設立、代表取締役就任 

平成元年７月 

 

㈱太陽不動産設立(現㈱アプロワール

ド)代表取締役就任 

平成元年７月 

 

㈲太陽設計(現㈱フロンティア)代表取

締役就任(現任) 

平成15年６月 当社設立 代表取締役就任(現任) 

平成21年２月 ㈱アプロワールド代表取締役退任 

平成22年10月 ㈱Inspire Japan設立代表取締役就任 

平成28年５月 ㈱Inspire Japan代表取締役退任 

    平成28年７月 ㈲安寿会取締役就任(現任)    

    昭和54年10月 ミサワホームエンジニアリング㈱入社    

    平成６年１月 ミサワホーム東海㈱転籍    

     同社取締役愛知支店営業部長    

    平成14年４月 同社取締役名古屋支店長 (注)１  ― 

取締役 ― 本橋 平和 昭和30年5月30日生 平成15年７月 トヨタホーム㈱入社    

副社長    平成18年７月 トヨタホーム近畿㈱専務取締役営業本    

     部長    

    平成24年１月 トヨタホーム㈱中国カンパニー本部長    

    平成25年２月 当社入社 副社長就任    

    平成28年10月 当社取締役就任(現任)    

常務 

取締役  

人事総 

務部長 
浅野 豊美 昭和37年12月14日生 

昭和60年７月 ㈱愛高建設入社 

(注)１ (注)５ ― 

平成11年７月 ㈱やまぜん開発入社 

平成15年６月 

平成22年10月 

当社に転籍 

当社取締役就任 

平成23年10月 当社常務取締役就任(現任) 

 

取締役 

 

 

財務 

本部長 

 

 

前野 泰広 

 

 

昭和52年2月5日生 

 

平成 7年４月 

平成12年４月 

平成12年11月 

平成14年３月 

平成15年６月 

平成15年８月 

平成21年２月 

㈱元木屋入社 

㈱光和入社 

㈱やまぜん開発入社 取締役就任                                 

㈱アプロワールド入社 

当社取締役就任 (現任)             

㈱アプロワールド取締役就任 

同社代表取締役就任(現任) 

(注)１ 
(注)

３、５ 
308,800 

 

取締役 

 

愛知事業

部長 

 

 

前野 圭亮 

 

 

昭和53年7月6日生 

 

平成９年10月 

平成11年９月 

平成14年10月 

平成15年６月 

平成20年10月 

㈱パラキャブ入社 

㈱ニッソー入社                               

㈱やまぜん開発 取締役就任       

当社取締役就任 (現任) 

㈱アプロワールド取締役就任(現任) 

(注)１ 
(注)

４、５ 
300,300 

取締役 
設計工務 

部長 
伊藤 信吾 昭和29年9月16日生 

昭和56年10月 大栄住宅㈱入社    

平成14年１月 ㈱やまぜん開発入社    

 設計工務部長就任 (注)１ ― ― 

平成16年８月 当社に転籍    

 設計工務部長就任    

平成28年10月 当社取締役就任(現任)    

取締役 経理部長 三枡 清孝 昭和35年4月30日生 

昭和58年４月 

平成16年１月 

平成18年３月 

平成22年10月 

平成28年５月 

㈱朝日入社 

当社入社 

当社取締役就任(現任) 

㈱Inspire Japan監査役就任 

㈱Inspire Japan監査役退任 

(注)１ (注)５ ― 

監査役  ― 庄下 康則  昭和33年11月25日生 

昭和53年４月 東海共同測量設計コンサルタント㈱入社 

(注)２ (注)５ ― 

平成４年２月 北伊勢コンサルタンツ㈱入社 

平成16年１月 

平成18年９月 

平成23年12月 

当社入社 

㈲土舎代表取締役就任 

当社監査役就任(現任) 
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(注)１．取締役の任期は、平成28年７月期に係る定時株主総会の終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最終の 

ものに関する平成30年７月期に係る定時株主総会の終結の時まであります。 

２．監査役の任期は、平成28年７月期に係る定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終の 

ものに関する平成32年７月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。 

３．取締役前野泰広は、代表取締役前野一馬の長男であります。 

４．取締役前野圭亮は、代表取締役前野一馬の次男であります。 

５．平成28年７月期における役員報酬の総額は、41,896千円を支給しております。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(１)【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営環境が急変する現代社会において、企業が安定的に成長し続けていくためには、適正利益と適

正規模でバランス経営を目指す健全性、人材の育成と獲得による資源の確保、お客様に満足頂けるサービスの

提供が必要最低限と認識しております。コーポレート・ガバナンスの実効性を高め、法令順守を徹底していけ

る会社こそ、社会環境から求められる企業であり、ステークホルダーの皆様へ公正な経営情報を、適時かつ正

確に開示してまいります。 

 

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

a．取締役会 

当社の取締役会は、７名の取締役で構成されております。取締役会は、法令、定款及び株主総会決議に基

づき、職務権限規程、取締役会規程その他の当社諸規程等の会社運営の基礎となる諸基準を整備し、取締役

の職務執行の適正性及び効率性を確保しております。なお、定例取締役会が毎月１回、その他必要に応じて

臨時取締役会が開催され、経営に関する重要事項を決定しております。取締役は、会社の業務執行状況を取

締役会に報告するものとしており、これをもとに、取締役会は取締役の職務執行を監督しております。 

b．監査役 

当社は監査役制度を採用しており、１名で構成されております。監査役は、監査役監査規程に基づき、取

締役の業務執行状況を適正に監査しております。また、監査役は取締役会に出席し、取締役の職務の執行状

況を監視するとともに、適宜必要な意見を述べております。 

c．当社の経営上の意思決定、業務執行、監査及び内部統制のしくみは、下記のとおりであります。 

     

コーポレートガバナンス及び内部統制体制の概略図 

 

d．内部統制システムの整備の状況 

当社は、職務権限規程の遵守により、業務を合理的に分担することで、特定の組織並びに特定の担当者に

業務や権限が集中することを回避し、内部牽制機能が適切に働くよう努めております。 

e. 内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査は、人事総務部が主管部署として、業務を監査しております。次に人事総務部の監査は、

報告 選任・解任

選任・解任 　　　　報告

　会計監査

選任・解任

選定・解職 　　報告 　　連携

・監督 連携
　　指示 　　連携

　　報告 監査

　監査

弁護士他
外部専門家

代表取締役社長

　指導・助言

監査役

株　主　総　会

各　部　門　・　グループ各社

　　　指示　　　　　　　　　　　報告　　　　報告　　　　　　　　　　　　　

内部監査担当

取　締　役　会 監査法人
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代表取締役及び経理部が実施しており、相互に牽制する体制をとっております。各部の監査結果並びに改善

点につきましては、内部監査担当者より、社長に対し報告書並びに改善要望書を提出する体制をとっており

ます。 

f. 会計監査 

当社は、監査法人コスモスと監査契約を締結し、独立した立場から「特定上場有価証券に関する有価証券

上場規程の特例」第 110 条第５項の規定に基づき監査を受けております。なお平成 28 年７月期において監

査を執行した公認会計士は新開智之氏、小室豊和氏の２名であり、いずれも継続監査年数は７年以内であり

ます。また当該監査業務にかかる補助者は公認会計士４名その他２名であります。なお、当社と監査に従事

する公認会計士及びその補助者との間には特別の利害関係はありません。 

 

②リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、リスク管理の主管部署として人事総務部が情報の一元化を行っております。また、

当社は企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家から経営判断上の参考とする

ためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

 

③役員報酬の内容 

役員区分 
報酬等の総額 

(千円) 

報酬等の種類別の総額 

(千円) 

対象となる 

役員の員数 

(人) 

基本報酬 賞与 
ストック 

オプション 
 

取締役(社外取締役を除く) 41,896 41,296 600 ― ７ 

監査役(社外監査役を除く) ― ― ― ― １ 

社外役員 ― ― ― ― ― 

 

④取締役及び監査役の定数 

当社の取締役は10名以内、監査役は３名以内とする旨を定款で定めております。 

 

⑤取締役の選任決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。 

 

⑥株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第 309 条第２項に定める株主総会の特別決議要件につい

て、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨を定款に定めております。 

 

⑦取締役及び監査役の責任免除 

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できる環境を整備するため、会社法 426 条第１項

の規定により、任務を怠った取締役(取締役であったものを含む。)及び、監査役(監査役であったものを含む)

の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除できる旨を定款に定めております。 

 

⑧自己株式の取得 

当社は、会社法第 165 条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することがで

きる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とする

ため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。 
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⑨中間配当に関する事項 

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第 454 条第５項の定めに基づき、取締役会

の決議により中間配当をすることが出来る旨を定款に定めております。 

 

⑩株式の保有状況 

該当事項はありません。 

 

(２)【監査報酬の内容等】 

①【監査法人に対する報酬の内容】 

最近事業年度の前事業年度 最近事業年度 

監査証明業務に基づく 
報酬(千円) 

非監査業務に基づく報酬 
(千円) 

監査証明業務に基づく 
報酬(千円) 

非監査業務に基づく報酬 
(千円) 

― ― 3,850 ― 

 

②【その他重要な報酬の内容】 

(最近事業年度の前事業年度) 

該当事項はありません。 

 

(最近事業年度) 

該当事項はありません。 

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

(最近事業年度の前事業年度) 

該当事項はありません。 

 

(最近事業年度) 

該当事項はありません。 

 

④【監査報酬の決定方針】 

当社の事業規模等を勘案して監査報酬額を決定しております。 

 

７【関連当事者取引】 

「第６【経理の状況】…【関連当事者情報】」に記載のとおりです。  
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第６【経理の状況】 

１ 財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(１)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号) 

に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)により作成しております。 

(２)当社の財務諸表は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 

110条第６項で認められた会計基準のうち、我が国において一般的に公正妥当と認められる企業会計の基 

準に準拠しております。 

２ 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第 110 条第５

項の規定に基づき、当事業年度(平成 27 年８月１日から平成 28 年７月 31 日まで)の財務諸表について、監

査法人コスモスにより監査を受けております。 

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有しておりますが、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和 51 年

大蔵省令第 28 号)の第５条第２項により、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経

営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しており

ません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準は次のとおりであります。 

 資産基準       2.6 ％ 

 売上高基準      3.1 ％ 

 利益基準     △2.1 ％ 

 利益剰余金基準   13.7 ％ 

 (注)１．割合の算出において、会社間における債権債務及び資産に含まれる未実現損益、並びに会社間取引の消去は行

っておりません。  

２．利益剰余金基準が 13.7％となっておりますが、当期の利益剰余金基準は一時的なものであり、重要性はないも

のと認識しております。  
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１【財務諸表等】 

(１)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

(単位:千円) 

 前事業年度 
(平成27年７月31日) 

 
 

当事業年度 
(平成28年７月31日) 

資産の部     

 流動資産    

  現金及び預金 ※1 274,258   ※1   707,608  

  売掛金 75,551   35,572  

  販売用不動産 ※1 996,956   ※1 1,165,632  

  未成工事支出金 816,037   780,850  

  原材料及び貯蔵品 ―   6,748  

  前渡金 4,563   17,639  

  前払費用 21,083   17,976  

  未収入金 86,212   20,509  

  短期貸付金 3,624   9,652  

  繰延税金資産 36,120   63,887  

  その他 71,236   35,465  

  貸倒引当金 △117,070   △763  

  流動資産合計 2,268,574   2,860,780  

 固定資産    

  有形固定資産    

   建物 ※1  691,055   ※1    865,713  

    減価償却累計額 △263,807   △297,430  

    建物(純額) 427,248   568,283  

   構築物 93,359   96,666  

    減価償却累計額 △38,198   △42,371  

    構築物(純額) 55,160   54,294  

   機械及び装置 25,636   44,177  

    減価償却累計額 △24,116   △25,460  

    機械装置(純額) 1,520   18,716  

   車両運搬具 2,938   6,270  

    減価償却累計額 △2,938   △4,323  

    車両運搬具(純額) ―   1,947  

工具、器具及び備品 113,623    132,347  

減価償却累計額 △97,059    △109,672  

工具､器具及び備品(純額) 16,563   22,675  

   土地 ※1   36,957  

123,006  

△34,889  

 ※1     86,770  

175,751  

△68,591  

   リース資産  

    減価償却累計額  

    リース資産(純額) 88,116   107,160  

   有形固定資産合計 625,565   859,848  

無形固定資産    

ソフトウェア 2,573   4,200  

 その他 9,088   6,393  

  無形固定資産合計 11,662   10,593  
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   (単位:千円) 

 
前事業年度 

(平成27年７月31日) 
 
 

当事業年度 
(平成28年７月31日) 

資産の部     

投資その他の資産    

関係会社株式 1,763   1,763  

関係会社出資金 ―   10,000  

関係会社長期貸付金 153,850  ―  

 差入保証金 26,566   37,607  

繰延税金資産 836   1,738  

 その他 57,443   62,546  

 貸倒引当金 △153,850   ―  

 投資その他資産合計 86,609   113,654  

固定資産合計 723,837   984,096  

資産合計 2,992,411   3,844,876  

 

負債の部 

 流動負債 

   

買掛金 ―   14,037  

工事未払金 258,101   368,300  

短期借入金  ※1  632,327   ※1 679,860  

１年内償還予定の社債  48,000   39,000  

１年内返済予定の長期借入金 ※1  189,633  ※1 530,835 

リース債務 23,357  34,329 

未払金 41,328   54,828  

未払費用 54,106   69,794  

未払法人税等 12,968   953  

未払消費税等 31,137  ―  

預り金 8,735   36,549  

未成工事受入金 450,366   748,587  

賞与引当金 5,161   8,386  

流動負債合計 1,755,225   2,585,463  

固定負債    

 社債  9,000   120,000  

 長期借入金 ※1  574,889  ※1 441,919 

 リース債務 74,378  83,378 

 預り保証金 913   1,233  

 資産除去債務 4,752  4,759 

固定負債合計 663,933   651,290  

負債合計 2,419,159   3,236,753  
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純資産の部    

株主資本    

資本金 30,000   30,000  

資本剰余金    

 資本準備金 480,000         480,000  

資本剰余金合計  480,000  480,000 

利益剰余金    

  その他利益剰余金      

   別途積立金 70,000  

△6,747  

 70,000  

 28,122     繰越利益剰余金  

   利益剰余金合計 63,252   98,122 

   株主資本合計 573,252  608,122 

  純資産合計 573,252  608,122 

負債純資産合計 2,992,411  3,844,876 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

(単位:千円) 

 
前事業年度 

(平成27年７月31日) 
 
 

当事業年度 
(平成28年７月31日) 
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②【損益計算書】 

                      (単位:千円) 

  
前事業年度 

(自 平成26年８月１日 
至 平成27年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年８月１日 
至 平成28年７月31日) 

売上高   

 完成工事高 3,855,074 4,429,256 

 兼業事業売上高 73,502 126,046 

 売上高合計 3,928,576 4,555,303 

売上原価   

 完成工事原価 ※1 3,042,112 ※1  3,327,655 

 兼業事業売上原価 2,645 25,197 

 売上原価合計 3,044,757 3,352,853 

売上総利益 883,819 1,202,449 

販売費及び一般管理費 ※2  864,740 ※2  1,103,689 

営業利益 19,078 98,759 

営業外収益   

受取利息 7,898 545 

受取配当金 1 3 

受取保険金 ― 24,321 

受取手数料 7,613 3,236 

貸倒引当金戻入額 ― 500 

その他 6,440 1,628 

営業外収益合計 21,953 30,235 

営業外費用   

支払利息 47,130 43,452 

社債利息 1,615 319 

貸倒引当金繰入額 20,709 610 

減価償却費 ― 5,272 

その他 8,596 3,935 

営業外費用合計 78,050 53,589 

経常利益又は経常損失(△) △37,018 75,405 

特別損失   

 固定資産売却損 ― ※3    5,480 

 固定資産除却損 ※4   4,396 ※4     924 

 抱合株式消滅差損 ― 60,956 

特別損失合計 4,396 67,362 

税引前当期純利益又は税引前当期純

損失(△) 

△41,415 8,042 

法人税、住民税及び事業税 27,479 1,841 

法人税等調整額 △5,017 △28,668 

法人税等合計 22,462 △26,827 

当期純利益又は当期純損失(△) △63,877 34,870 
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(注)原価計算の方法は、個別原価計算であります。 

 

 

③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日)  

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

 
 
【売上原価明細書】 

   

区分 注記 
番号 

前事業年度 
(自 平成26年８月１日 
至 平成27年７月31日) 

当事業年度 
  (自 平成27年８月１日 
 至 平成28年７月31日) 

金額(千円) 
構成比  

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

Ⅰ 材料費  1,297,109 42.6 1,301,526 38.8 

Ⅱ 外注費  1,532,778 50.3 1,824,970 54.4 

Ⅲ 経費  212,225 7.0 201,159 6.0 

  (うち人件費)  (109,766) (3.6) (153,391) (4.5) 

完成工事原価合計  3,042,112 99.9 3,327,655 99.2 

兼業事業売上原価  2,645 0.1 25,197 0.8 

売上原価合計  3,044,757 100.0 3,352,853 100.0 

 (単位：千円) 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

 
資本  
準備金 

 
資本剰余
金合計 

その他利益剰余金  
利益剰余金 

合計 
別途  
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 30,000 480,000 480,000 70,000 57,130 127,130 637,130 637,130 

当期変動額         

当期純損失(△)     △63,877 △63,877 △63,877 △63,877 

当期変動額合計 ― ― ― ― △63,877 △63,877 △63,877 △63,877 

当期末残高 30,000 480,000 480,000 70,000 △6,747 63,252 573,252 573,252 

  (単位：千円) 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本   
合計 

 
資本   
準備金 

 
資本剰余
金合計 

その他利益剰余金  
利益剰余金 

合計 
別途  
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 30,000 480,000 480,000 70,000 △6,747 63,252 573,252 573,252 

当期変動額         

当期純利益     34,870 34,870 34,870 34,870 

当期変動額合計 ― ― ― ― 34,870 34,870 34,870 34,870 

当期末残高 30,000 480,000 480,000 70,000 28,122 98,122 608,122 608,122 
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④【キャッシュ・フロー計算書】                          (単位：千円) 

  
前事業年度 

(自 平成26年８月１日 
至 平成27年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年８月１日 
至 平成28年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失(△)                △41,415 8,042 

減価償却費 77,764 123,358 

貸倒引当金の増減額(△は減少) 20,990 263 

賞与引当金の増減額(△は減少) 1,098 3,224 

受取利息及び受取配当金 △7,900 △548 

支払利息 48,745 43,771 

固定資産売却損 ― 5,480 

固定資産除却損 4,396 924 

 抱合株式消滅差損 ― 60,956 

売上債権の増減額(△は増加) △49,009 44,683 

販売用不動産の増減額(△は増加) 140,064 △141,013 

未成工事支出金の増減額(△は増加) 4,338 7,524 

原材料及び貯蔵品の増減額(△は増加) ― △560 

仕入債務の増減額(△は減少) △4,928 31 

未払金の増減額(△は減少) 93,504 105,190 

前受金の増減額(△は減少) 190,958 280,143 

その他 △11,282 23,980 

小計 467,323 565,454 

利息及び配当金の受取額 7,899 542 

利息の支払額 △48,745 △43,771 

法人税等の支払額 △32,480 △14,054 

営業活動によるキャッシュ・フロー 393,997 508,170 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 ― △71,899 

有形固定資産の取得による支出 △6,266 △139,223 

無形固定資産の取得による支出 △3,750 △2,917 

長期貸付けによる支出 ― △69,547 

長期貸付金の回収による収入 62,799 ― 

関係会社出資金の取得による支出 ― △10,000 

保証金の差入による支出 △13,380 △10,739 

保証金の返還による収入 166 1,000 

保険積立金の積立による支出 △2,925 △4,079 

投資活動によるキャッシュ・フロー 36,643 △307,407 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額(△は減少) △178,272 59,012 

長期借入れによる収入 255,000 188,801 

長期借入金の返済による支出 △364,539 △149,831 

社債の発行による収入 57,000 150,000 

社債の償還による支出 △105,000 △48,000 

リース債務の返済による支出 △16,676 △67,662 

財務活動によるキャッシュ・フロー △352,487 132,319 

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 78,153 333,083 

現金及び現金同等物の期首残高 149,118 227,272 

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同

等物の増加額 

― 28,359 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 227,272 ※1 588,715 
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(１)関係会社株式及び関係会社出資金 

    移動平均法による原価法を採用しております。 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(１)販売用不動産 

個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)を採

用しております。 

(２)未成工事支出金 

個別法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)を採

用しております。 

(３) 原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により

算定)を採用しております。 

     

３．固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法(ただし、平成 10 年 4 月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法)を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物        15～31年 

    構築物       15～20年 

    機械及び装置    ６～15年 

    車両運搬具     ２～４年 

    工具、器具及び備品 ４～６年 

(２)無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能 

期間(５年)に基づいております。 

(３)リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(４)長期前払費用 

  均等償却を採用しております。 

 

４．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

  (２)賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度内の算定期間に基づき計上しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

  完成工事高の計上基準 

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準(工事の進

捗率の見積りは原価比例法)を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。 
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６．重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップ取引について、特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段‥‥金利スワップ取引 

・ヘッジ対象‥‥借入金利 

③ヘッジ方針 

当社の金利スワップ取引は、借入金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件に該当するため、その判定をもって有効性の判定に代えております。 

 

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取引日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

８．その他財務諸表作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

(会計方針の変更) 

従来、有形固定資産の減価償却方法は主として定率法(ただし、建物(建物附属設備は除く)は定額法)によっ

ておりましたが、法人税法の改正(「所得税法等の一部を改正する法律」(平成 28 年３月 31 日 法律第 15 号)

及び「法人税法施行令等の一部を改正する政令」(平成 28 年３月 31 日 政令第 146 号))に伴い、実務対応報

告第 32 号「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(平成 28 年６月 17 

日 企業会計基準委員会)を適用し、平成 28 年４月１日以降に取得する建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。 

当該会計方針の変更による当事業年度の財務諸表への影響は軽微であります。 
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(貸借対照表関係) 

※１ 担保に供している資産 

  
前事業年度 

 (平成27年７月31日) 
当事業年度 

(平成28年７月31日) 

定期預金 ― 千円 20,275千円 

販売用不動産 283,864   528,801   

建物 65,144   74,209   

土地 10,000   10,000   

合計 359,009 633,286   

 

(上記に対応する債務) 

  前事業年度 
 (平成27年７月31日) 

当事業年度 
(平成28年７月31日) 

短期借入金 267,240千円 456,910千円 

１年以内返済予定の長期借入金 150,310   333,000   

長期借入金 204,000   167,924   

合計 621,550   957,834   

 

 

(損益計算書関係) 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております 

  
前事業年度 

(自 平成26年８月１日 
至 平成27年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年８月１日 
至 平成28年７月31日) 

完成工事原価 2,825千円 2,659千円 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  
前事業年度 

(自 平成26年８月１日 
至 平成27年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年８月１日 
至 平成28年７月31日) 

役員報酬 48,296千円 41,896千円 

給料手当 230,063 318,193   

賞与 22,197 36,443 

法定福利費 40,372 71,954 

減価償却費 63,032 66,877 

賃借料 63,297 84,695 

支払手数料 84,244 108,825 

広告宣伝費 88,348 102,760 

賞与引当金繰入額 5,161 8,386 

 

販売費に属する費用のおおよその割合は、前事業年度23％、当事業年度25％、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は、前事業年度77％、当事業年度75％であります。 

 

※３ 固定資産売却損の主な内容は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成26年８月１日 
至 平成27年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年８月１日 
至 平成28年７月31日) 

建物 ― 千円 5,480千円 

合計 ―    5,480   
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※４ 固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成26年８月１日 
至 平成27年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年８月１日 
至 平成28年７月31日) 

建物 4,396千円 ― 千円 

構築物 ―   924   

合計   4,396   924   

 

 

 (株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成26年８月１日  至 平成27年７月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当事業年度 

期首株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年末 

株式数(株) 

発行済株式      

普通株式 15,000 ― ― 15,000 

合計 15,000 ― ― 15,000 

 

２．自己株式の種類及び株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成27年８月1日 至 平成28年７月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当事業年度 

期首株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年末 

株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 15,000 ― ― 15,000 

合計 15,000 ― ― 15,000 

 

２．自己株式の種類及び株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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(キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。 

 
前事業年度 

(自 平成26年８月１日 
至  平成27年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年８月１日 
至 平成28年７月31日) 

現金及び預金勘定 274,258千円 707,608千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △46,986       △118,892   

現金及び現金同等物 227,272 588,715 

 

２重要な非資金取引の内容 

 合併した会社より承継した資金及び負債の主な内訳 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

 該当事項ありません。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

当事業年度に合併した㈱Inspire Japan より継承した資産及び負債の主な内訳は次の通りであります。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

(リース取引関係) 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

ファイナンス・リース取引(借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(１)リース資産の内容 

主として展示場における、建物等であります。 

 

(２)リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

ファイナンス・リース取引(借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(１)リース資産の内容 

   有形固定資産 

    主として展示場における、建物等であります。 

    

(２)リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 

流動資産 10,897千円 

固定資産 138,966   

資産合計 149,864   

流動負債 33,224   

固定負債 172,109   

負債合計 205,334   
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(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等の金融機

関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引については、リスクを回

避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

営業債権の売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が所定の手続きに従い、債権回

収の状況を定期的にモニタリングを実施し、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っており

ます。 

特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報

告などを行っております。 

②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

長期借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引を行って

おります。なおヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価

方法等については、前述の重要な会計方針「６． 重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。 

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

買掛金及び工事未払金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手元流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。 

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません。 

 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

 
貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

(１)現金及び預金 274,258 274,258 － 

(２)売掛金 75,551 75,551  －  

(３)未収入金 1,437 1,437  －  

資産計 351,246 351,246 － 

(１)工事未払金 258,101 258,101 － 

(２)短期借入金 632,327 632,327 － 

(３)長期借入金(１年内返済予定を含む) 764,522 779,037 14,514 

(４)社債(１年内償還予定を含む) 57,000 57,149 149 

(５)リース債務(１年内返済予定を含む) 97,735 97,735 － 
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負債計 1,809,685 1,824,351 14,663 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

 
貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

(１)現金及び預金 707,608 707,608 － 

(２)売掛金 35,572 35,572 － 

(３)未収入金 20,509 20,509 － 

資産計 763,690 763,690 － 

(１)工事未払金 368,300 368,300 － 

(２)短期借入金 679,860 679,860 － 

(３)長期借入金(１年内返済予定を含む) 972,755 997,424 24,668 

(４)社債(１年内償還予定を含む) 159,000 159,901 901 

(５)リース債務(１年内返済予定を含む) 117,708 117,708 － 

負債計 2,297,623 2,323,194 25,570 

(注)１．金融商品の時価の算定方法 

資産 

(１)現金及び預金、(２) 売掛金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(３)未収入金 

貸借対照表計上額は、帳簿価額から、これに対応する貸倒引当金を控除した後の金額を記載しております。

また、貸倒引当金は担保及び保証による回収見込額等に基づき計上しており、貸倒引当金控除後の帳簿価額と

近似していることから、当該価額によっております。 

負債 

(１) 工事未払金、(２) 短期借入金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 

(３)長期借入金(１年内返済予定を含む)、(４)社債(１年内償還予定を含む) 

これらの時価は、元利金の合計額を、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを適切な指標

に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

    (５)リース債務(１年内返済予定を含む) 

元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。 

 (注)２．金銭債権の決算日後の償還予定額 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

 
１年以内 

(千円) 

１年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

現金及び預金 274,258 － － － 

売掛金 75,551 － － － 

未収入金 1,437 － － － 

合計 351,246 － － － 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 
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１年以内 

(千円) 

１年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

現金及び預金 707,608 － － － 

売掛金 35,572 － － － 

未収入金 20,509 － － － 

合計 763,690 － － － 

(注)４．社債、長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

 
１年以内 

(千円) 

１年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

短期借入金 632,327 － － － 

長期借入金(１年内返済予定を含む) 189,633 562,680 12,209 － 

社債(１年内償還予定を含む) 48,000 9,000 － － 

リース債務(１年内返済予定を含む) 23,357 74,378 － － 

合計 893,319 646,059 12,209 － 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

 
１年以内 

(千円) 

１年超 

５年以内 

(千円) 

５年超 

10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

短期借入金 679,860 － － － 

長期借入金(１年内返済予定を含む) 530,835 377,756 64,162 － 

社債(１年内償還予定を含む) 39,000 120,000 － － 

リース債務(１年内返済予定を含む) 34,329 71,289 12,089  

合計 1,284,025 569,045 76,251 － 

 

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

該当事項はありません。 
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(デリバティブ取引関係) 

 １．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ 

  該当事項はありません。 

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

金利関連  

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の種類等 主なヘッジ対象 
契約額等 

(千円) 

契約額のうち 

１年超(千円) 
時価(千円) 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ 

 支払固定・受取変動 
長期借入金 39,400 27,800 (注) 

 (注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その

時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の種類等 主なヘッジ対象 
契約額等 

(千円) 

契約額のうち 

１年超(千円) 
時価(千円) 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ 

 支払固定・受取変動 
長期借入金 27,800 16,200 (注) 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その

時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

(退職給付関係) 

１．採用している退縮給付制度の概要 

当社は、確定拠出型の制度として、中小企業退職金共済法に基づく中小企業退職金制度に加入してお

ります。 

  

２．確定拠出制度 

   当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度7,770千円、当事業年度8,040千円であります。 

 

(ストック・オプション等関係) 

 前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

該当事項はありません。 
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前事業年度 

(平成27年７月31日) 
 

 

当事業年度 
(平成28年７月31日) 

繰延税金資産     

貸倒引当金 90,834千円  121千円 

賞与引当金 2,019  2,834 

販売用不動産評価損 79,722  79,722 

買掛金 ―  12,279 

未払金 26,342  31,659 

未払事業税 1,054  ― 

関係会社株式評価損 3,438  2,766 

繰延消費税 454  ― 

減価償却超過額 12,447  10,225 

資産除去債務 1,596  1,598 

繰越欠損金 ―  90,469 

その他 6,986  4,057 

繰延税金資産小計 224,896  235,736 

評価性引当額 △186,416   △168,841 

繰延税金資産合計 38,479  66,895 

繰延税金負債    

 資産除去費用 △1,522  △1,269 

繰延税金負債合計 △1,522  △1,269 

繰延税金資産純額 36,957  65,625 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目 

 
前事業年度 

(平成27年７月31日) 
 

 

当事業年度 
(平成28年７月31日) 

法定実効税率 

税引前当期純損失を計上して

いるため、記載を省略してお

ります。 

 34.33％ 

  交際費等永久に損金に算入されない項目  6.70％ 

住民税均等割  22.89％ 

評価性引当額の増減  △220.04％ 

繰越欠損金  △313.79％ 

合併による影響  △196.13％ 

抱合せ株式消滅差損  318.89％ 

  過年度調整による影響  25.39％ 

    実効税率差異  △9.90％ 

  その他  △1.90％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率   △333.56％ 

     

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成 28 年法律第 15 号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

(平成 28 年法律第 13 号)が平成 28 年３月 29 日に国会で成立し、平成 28 年４月１日以後に開始する事業年

度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の 34.3％から、平成

28 年８月１日に開始する事業年度及び平成 29 年８月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については 33.8％に、また、平成 30 年８月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につ
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いては、33.6％となります。 

この税率の変更により、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)は 1,024 千円減少し、

法人税等調整額は1,024千円増加しております。 

 

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

(企業結合等関係) 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

当社は、平成 28 年３月 24 日開催の株主総会において、当社の完全子会社である株式会社 Inspire Japan 

(以下「㈱Inspire Japan」という)を合併により経営統合することを(以下、「本合併」という)を決議いたし

ました。 

１． 取引の概要 

(１) 結合企業の名称及びその事業の内容 

  ㈱Inspire Japan：飲食業 

(２) 企業結合日 

  平成28年５月21日 

(３) 企業結合の法的形式 

  株式会社やまぜんホームズを存続会社、㈱Inspire Japanを消滅会社とする吸収合併 

(４) 企業結合後の名称 

  株式会社やまぜんホームズ 

(５)その他取引の概要に関する事項 

当社の事業再編の一つとして、両社の事業を当社で一体運営することにより、当社グル―プの経

営資源の集中による経営の効率化及び機動性の向上などの成果をさらに今後の持続的成長に活かす

べく、本合併を決定いたしました。 

       

２． 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

 

 

(資産除去債務関係) 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

 (１) 当該資産除去債務の概要 

事業所等の土地賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る義務を、また、住宅展示場の

リース契約に基づき、賃借期間終了時に賃借建物を解体する義務等を有しているため、当該義務に関

し資産除去債務を計上しています。 

また、ハウジングセンター等の建物賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る義務を資

産除去債務として認識していますが、当該資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代え
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て、建物賃貸借契約に関する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、

そのうち当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっています。 

 

(２) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は５年から７年、割引率は0.1％から0.2％を採用

しています。 

(３) 当該資産除去債務の総額の増減 

  

前事業年度 

(自 平成26年８月１日 

  至 平成27年７月31日) 

当事業計年度 

 (自 平成27年８月１日 

   至 平成28年７月31日) 

期首残高 ― 千円 4,752 千円 

資産除去債務の発生に伴う増加額 4,752   ―    

時の経過による調整額 ―  7   

期末残高 4,752   4,759    

 

 (賃貸等不動産関係) 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

   重要性が乏しいため記載を省略しております。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１. 報告セグメントの概要 

(１)報告セグメントの決定方法 

      当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するため、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

 

(２)報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

    「戸建住宅事業」は、主に戸建住宅の施工及び販売を行っております。 

    「飲食事業」は、主に外食店舗の運営等を行っております。 

「その他事業」は、グループホームの運営、賃貸アパートの管理等を行っております。 

 

(３) 報告セグメントの変更等に関する事項 

当社は平成 28 年 5 月 21 日付で当社を存続会社、㈱Inspire Japan を消滅会社とする吸収合併を

行い、飲食事業部が当社に新設されました。 

この組織再編に伴い、報告セグメントは従来の「戸建住宅事業」及び「その他事業」の２区分から、

「戸建住宅事業」、「飲食事業」及び「その他事業」の３区分に変更しております。 

なお、前事業年度のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載して

おります。 

 

２. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

       報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、販売用資産の評価基準を除き、「重要な会

計方針」における記載と概ね同一であります。 

    報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

(単位:千円) 

 報告セグメント  

   合 計 戸建住宅事業 飲食事業 その他事業 

売上高     

 外部顧客への売上高 3,855,074 ― 73,502 3,928,576 

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 

 

― 

 

― 

 

― 

 

       ― 

計 3,855,074 ― 73,502      3,928,576 

セグメント利益 13,803 ― 5,275 19,078 

セグメント資産   2,588,126 ―         404,285     2,992,411 

その他の項目     

 減価償却費       42,069 ―      30,342            72,411 

有形固定資産及び無形       8,015 ― ―  8,015 

 固定資産の増加額     
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当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

(単位:千円) 

 報告セグメント  

   合 計 戸建住宅事業 飲食事業 その他事業 

売上高     

 外部顧客への売上高 4,429,256 82,848 43,197 4,555,303 

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

計 4,429,256 82,848 43,197 4,555,303 

セグメント利益 175,796 △51,702 △25,334 98,759 

セグメント資産    3,384,358        395,503          65,015 3,844,876 

その他の項目     

 減価償却費 56,313 30,173 4,609 91,096 

有形固定資産及び無形 207,524 117,453     ― 324,977 

 固定資産の増加額     

 

【関連情報】 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載を

省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(１)売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(２)有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるため、

記載を省略しております。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載

を省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(１)売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(２)有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 
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３．主要な顧客ごとの情報 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】 

前事業年度(自 平成26年８月１日 至 平成27年７月31日) 

１．関連当事者との取引 

(１)役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の名称
又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

 
役 員   

前野一馬 － － 
当社代表 
取締役 

(所有) 
直接20.7 

  

債務保証 
資金の貸付 

金融機関
借入金に
対する被
債務保証 
(注１) 

1,051,568 
 

－ － 

リース契
約に伴う
被債務保
証(注１) 

109,962 － － 

社債に対
する担保
提供 

57,000 － － 

役員借入
金の返済 

149,772 
長期  
借入金 

11,479 

工事の 
受注 
(注２) 

－ 
未成工事
支出金 

21,371 

前野泰広 － － 当社取締役 
(所有) 
直接20.6 

住宅販売 
工事代金
の回収 
(注２) 

150 売掛金 14,109 

前野圭亮 － － 当社取締役 
(所有) 
直接20.0 

債務保証 

金融機関
借入金に
対する被
債務保証 
(注１) 

185,840 － － 

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等 

㈱Inspire 
Japan 

三重県 
桑名市 

5,000 
飲食店の 
経営 

(所有) 
直接40.0 

資金の援助 
 

家賃等の
回収 
(注３) 

15,210 
  
未収入金
(注4) 

81,418 

貸付金の 
回収 

66,200 
短期 
貸付金 
(注4) 

153,850 

経費等の
立替 

5,336 
立替金 
(注4) 

29,949 

 (注)１．代表取締役前野一馬及び前野圭亮の債務保証に対する保証料の支払いはありません。 

     ２．取引内容は、個人宅の新築工事請負契約であります。取引条件については、当社と関連しない他の当事者と同 

様の条件であります。 

３. 建物賃貸について近隣の取引実勢に基づいて、賃貸料金額を設定しております。 

４．㈱Inspire Japanに対する債権に対し、265,218千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事業年度に 

  おいて20,709千円の貸倒引当金の繰入額を計上しております。  
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当事業年度(自 平成27年８月１日 至 平成28年７月31日) 

１．関連当事者との取引 

(１)役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の名称
又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

 
役 員   

前野一馬 － － 
当社   
代表取締役 

(所有) 
直接20.7 

  

債務保証 
資金の貸付 

金融機関
借入金に
対する被
債務保証 
(注１) 

 
1,379,634 

(注４) 
－ － 

リース契
約に伴う
被債務保
証(注１) 

103,218 － － 

社債に対
する担保
提供 

159,000 － － 

役員から
の借入れ 

50,637 
長期借入
金(注３) 

62,117 

役員から
の預り金 

－ 
預り金
(注３) 

13,040 

工事の受
注(注２) 

－ 
未成工事
支出金
(注３) 

32,658 

前野泰広 － － 当社取締役 
(所有) 
直接20.6 

住宅販売 
工事代金
の回収 
(注２) 

754 
売掛金
(注３) 

13,355 

前野圭亮 － － 当社取締役 
(所有) 
直接20.0 

債務保証 

金融機関
借入金に
対する被
債務保証 
(注１) 

211,910 
(注４) 

－ － 

上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)１．代表取締役前野一馬及び前野圭亮の債務保証に対する保証料の支払いはありません。 

    ２．取引内容は、個人宅の新築工事請負契約であります。取引条件については、当社と関連しない他の当事者と 

同様の条件であります。 

 ３．上記の取引は公表日現在までに解消しております。 

 ４．上記の取引は上場日予定日(平成29年３月３日)までに解消を予定しております。 

 

(２)財務諸表提出会社の子会社等 

種類 
会社等の名称
又は氏名 

所在地 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 

子会社 
㈱Inspire 
Japan 

三重県 
桑名市 

5,000 
飲食店の 
経営 

(所有) 
直接40.0 

資金の援助 
 

家賃等の
回収  
(注1) 

11,591 
 未収入金
(注2) － 

資金の貸
付 

46,800 
短期 
貸付金
(注2) 

－ 
 

経費等の
立替 

39,877 
立替金
(注2) － 

上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(注) １.建物賃貸について近隣の取引実勢に基づいて、賃貸料金額を設定しております。                                 

２.㈱Inspire Japanは平成28年５月21日付けで合併しているため、上記につきましては、合併前の取引内容を 

記載しております。 
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(１株当たり情報) 

前事業年度 

(自 平成26年８月 １日 

  至 平成27年 7月 31日) 

当事業年度 

 (自 平成27年８月 １日 

   至 平成28年７月31日) 

１株当たり純資産額 382円 17銭 

１株当たり当期純損失(△) △42円 59銭 
 

１株当たり純資産額 405円 42銭 

１株当たり当期純利益 23円 25銭 
 

(注)１．当社は、平成28年 10月 14日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成28年 10月 31日付で普通株式１株につ

き 100 株の株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資

産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額を算定しております。 

２．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

４．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 

(自 平成26年８月１日 

至 平成27年７月31日) 

当事業年度 

(自 平成27年８月１日 

 至 平成28年７月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額又は当期純損失金額

(△)(千円) 
  △63,877 34,870 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益金額又は当

期純損失金額(△)(円) 
            △63,877 34,870 

普通株式の期中平均株式数(株) 1,500,000 1,500,000 

 

(重要な後発事象) 

１.株式分割及び単元株制度の採用について 

平成 28年 10月 14日開催の取締役会決議に基づき、平成 28年 10月 31日付で、以下のとおり株式分割

を行っております。また、同日付をもって単元株制度導入に伴う定款変更を行い、単元株式数を 100 株と

する単元株制度を採用しております。 

  (１)株式分割及び単元株制度の導入の目的 

株式単位当たりの金額の引下げを行うことで株式の流動性を高めることを目的として株式分割を実施

するとともに、全国証券取引所の「売買単位の集約に向けた行動計画」を考慮し、１単元を 100 株とす

る単元株制度を採用しております。 

  (２)株式分割の概要 

     ① 分割の方法 

平成 28年 10月 31日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を1株につ

き100株の割合をもって分割いたしました。 

     ② 株式分割による増加株式数  

      普通株式    1,485,000株 

         ③ 株式分割後の発行済株式総数  

        普通株式   1,500,000株  

       ④ 株式分割後の発行可能株式総数  

        普通株式   6,000,000株 

     ⑤ 株式分割の効力発生日 
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        平成28年 10月 31日 

       なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算出して

おり、これによる影響については、当該箇所に記載しております。 

(３)単元株制度の概要 

    普通株式の単元株式数を100株といたしました。 

 

⑤【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

資産の 

種類 

当期首残高 

(千円) 

当期増加額 

(千円) 

当期減少額 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

当期末減価 

償却累計額 

又は償却累 

計額 

(千円) 

当期償却額 

(千円) 

差引当期末 

残高 

(千円) 

有形固定資産        

建物 691,055 226,624 51,966 865,713 297,430 33,622 568,283 

構築物 93,359 4,792 1,485 96,666 42,371 4,446 54,294 

機械及び装置 25,636 18,541 ― 44,177 25,460 1,344 18,716 

車両運搬具 2,938 3,331 ― 6,270 4,323 1,384 1,947 

工具、器具及び

備品 
113,623 18,723 ― 132,347 109,672 12,612 22,675 

土地 36,957 49,813 ― 86,770 ― ― 86,770 

リース資産 123,006 52,745 ― 175,751 68,591 33,701 107,160 

有形固定資産計 1,086,577 374,572 53,452 1,407,698 547,849 87,111 859,848 

無形固定資産        

ソフトウェア ― ― ― 8,004 3,803 1,290 4,200 

その他 ― ― ― 9,310 2,917 2,695 6,393 

無形固定資産計 ― ― ― 17,314 6,721 3,985 10,593 

長期前払費用 ― ― ― 61,471 31,444 8,254 30,026 

(注)１．無形固定資産及び長期前払費用の金額が資産総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び

「当期減少額」の記載を省略しております。 

２．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

 建物：合併による増加46,282千円、倉庫42,079千円 

 機械装置：合併による増加18,541千円 

 工具、器具及び備品：合併による増加11,955千円 

 土地：合併による増加49,813千円 

 リース資産：モデルハウス46,486千円  
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【借入金等明細表】 

区分 
当期首残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 632,327 679,860 2.1 ― 

１年内に返済予定

の長期借入金 
189,633 530,835 2.0 ― 

１年内に返済予定

のリース債務 
23,357 34,329 ― ― 

長期借入金 

(１年内に返済予定

のものを除く) 

574,889 441,919 1.7 
平成29年～ 

平成34年 

リース債務 

(１年内に返済予定

のものを除く) 

74,378 83,378 ― 
平成28年～ 

平成35年 

合計 1,494,584 1,770,321 ― ― 

(注)１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の決算日後５年間の返済予定額は以下の通りであります。 

区分 
１年超２年以内 

(千円) 
２年超３年以内 

(千円) 
３年超４年以内 

(千円) 
４年超５年以内 

(千円) 

長期借入金 233,157 90,879 37,384 16,336 

リース債務 27,596 22,899 14,792 6,000 

 

【引当金明細表】 

科目 
期首残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 270,920 ― ― 270,157 763 

賞与引当金 5,161 8,386 5,161 ― 8,386 

(注)貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、㈱Inspire Japanとの合併によるものであります。 

 

【資産除去債務明細表】 

 当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末におけ

る負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。 

 

 【社債明細表】 

科目 
期首残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

社債 

(１年以内に償還予

定のものを含む) 

57,000 150,000 48,000 159,000 
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(２)【主な資産及び負債の内容】 

１ 流動資産 

① 現金及び預金 

区分 金額(千円) 

現金 9,405 

預金  

普通預金 542,523 

定期預金 117,993 

その他 37,687 

小計 698,203 

合計 707,608 

② 売掛金  

相手先 金額(千円) 

個人 24,062 

 建設会社 2,549 

その他 8,959 

合計 35,572 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況   
  

当期首残高 

(千円) 

当期発生高 

(千円) 

当期回収高 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 
回収率(％) 滞留期間(日) 

(A) (B) (C) (D) 
(C) × 100 

(A)＋(B)     
 

(A)＋(D) 

２ 

(B) 

366 
 

75,551 4,555,303 4,595,282 35,572 99.2 4.5 

(注)当期発生高には消費税等が含まれております。 

 

③ 販売用不動産 

地区別 金額(千円) 

三重県桑名市他 1,165,632 

合計 1,165,632 
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④ 未成工事支出金  

区分 金額(千円) 

未成材料 147,540 

未成外注費 573,520 

未成経費 59,788 

合計 780,850 

 

 

２ 負債 

① 買掛金 

相手先 金額(千円) 

大五通商㈱ 1,689 

高瀬物産㈱ 1,430 

名古屋中央水産㈱ 1,154 

㈱肉の大塚 1,017 

㈱中津屋 917 

その他 7,827 

合計 14,037 

 

②工事未払金 

相手先 金額(千円) 

㈱セレックス 22,911 

㈱メイゴー 14,753 

㈱山西 11,315 

㈲美清園 9,415 

㈱エイド 7,020 

その他 302,886 

合計 368,300 

 

③未成工事受入金 

相手先 金額(千円) 

個人他 748,587 

合計 748,587 

 

 

(３)【その他】 

該当事項はありません。 
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第７【外国為替相場の推移】 

該当事項はありません。 
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第８【発行者の株式事務の概要】 

事業年度 毎年８月１日から翌年７月31日まで 

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 毎年７月31日 

株券の種類 ― 

剰余金の配当の基準日 
毎年７月31日 

毎年１月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え 

取扱場所 

 

 

株主名簿管理人 

 

 

取次所 

 

名義書換手数料 

 

新券交付手数料 

 

 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 

 

三井住友信託銀行株式会社 全国各支店 

 

無料 

 

該当事項はありません 

 

単元未満株式の買取り 

取扱場所 

 

 

株主名簿管理人 

 

 

取次所 

 

買取手数料 

 

 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 

 

三井住友信託銀行株式会社 全国各支店 

 

無料 

 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。 

公告掲載URL http://www.yamazen-k.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

(注)当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定款に 

定めております。 

会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 
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第二部【特別情報】 

 

第１【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 
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第三部【株式公開情報】 

 

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】 

該当事項はありません。 

 

第２【第三者割当等の概況】 

該当事項はありません。 

 

第３【株主の状況】 

平成28年12月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

株式会社フロンティア(注)２、４、５ 三重県桑名市多度町 580,900 38.7 

前野 一馬(注)１、２、３ 三重県桑名市星川 310,000 20.7 

前野 泰広(注)２、３ 三重県桑名市多度町 308,800 20.6 

前野 圭亮(注)２、３ 愛知県名古屋市緑区 300,300 20.0 

計 ― 1,500,000 100.0 

(注)１．特別利害関係者等(当社の代表取締役社長) 

２．特別利害関係者等(大株主上位10名) 

３．特別利害関係者等(当社の取締役) 

４．特別利害関係者等(当社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員) 

５. 株式会社フロンティアは、当社の代表取締役社長である前野一馬の資産管理会社です。 

６．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




